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本実験は地方行政法人東京都立産業技術研究セ
ンター事業倫理審査委員会人間工学分科会（承認
番号 ES2019─17）および東京都立大学荒川キャ
ンパス研究安全倫理委員会（承認番号 19047）の
承認を得て実施した。

2─2　方法
対象者に機器 1、2と PCWの 2つの歩行器を

使用して 5条件での歩行器での歩行を実施した。
機器 1、2とも安全性は東京都立産業技術研究セ
ンターにより設計、組み立てを行い、JIS T 9265

を参考にした安全基準試験を行った。開発機の設
定 10）（図 1、2）は、前輪は直径 200 mmの固定輪、
中央輪は直径 150 mmの固定輸、および、後輪は
直径 100 mmの旋回輪である楔形のプレーキ部
品が中央輪に接触するように取り付けられてお
り、後方には回転できない。後輪は上方に 30 mm

可動するが、下方にはベルト固定により動かない。
ハンドルの高さは子どもの体格や成長に合わせ
て、固定ピンを抜き差しすることで、430 mmか
ら 570 mmまで 7段階で調節できる。ハンドルと
前輪はフレームで連結されており、中央輪を支点
として一体となって可動する。支持拮底面が狭く
なるものの、中央輪を子どもの足元後方付近に配
附したことで、ハンドルを引き上げ、前輪を浮上
させやすい機構とした。前輪の最大浮上高さは、

安全のため 60 mmとした。
走行路は日常的な屋外歩行のために必要な

5つの条件（直線、段差、左右の方向転換）を設定
した。条件 1：直進 5 m走行、条件 2：5 m区間
に 2個のコーンを置きスラローム走行、条件 3：
5 m区間に高さ 2 cmと 4 cmの 2種類の段差（高
さ 20 mm、40 mm）を含めた走行、条件 4：走行
中間に右回りの方向転換走行、条件 5：走行中間
に左回りの方向転換走行の 5条件とした（図 3）。
どの走行路とも全体の走行路は 11 mに統一し、
前後 3 m（最低 2 m）は助走路を確保した。
【実験 1】

2つの開発した歩行器のモデル（図 1）を実際に
見て、5つの条件の試走を行ったあとにアンケー
トへの協力を求めた。各機器とも開発のコンセプ
トに則り、機器 1に関しては歩行器の大きさ、重
さ、価格、操作性、小回り、幅調整、収納方法、
機器 2に関しては大きさ、重さ、価格、デザイン、
機構（歩行器の収納を含めた機構）、自立（歩行器が
自立して安定しているか）についての質問とした。
アンケートは歩行器性能の課題である大きさ、重
さ、方向転換操作、小回り性、幅調整、収納など
5件法を用いて作成した。アンケートの結果を記
述統計にてまとめ、歩行器の実用性に関してまと
めた。なお、歩行器の使用は理学療法士と対象と
なった脳性麻痺児者が行い、保護者はその様子や

基本歩行路 スラローム 段差乗越え歩行
（20 mm/40 mm）

方向転換歩行
（右→左）

方向転換歩行
（左→右）

条件 1 条件 2 条件 3 条件 4 条件 5

注　S：スタート、G：ゴール、青色の区間は計測区間

条件 1：直進 5 m走行
条件 2：5 m区間に 2個のコーンを置きスラローム走行
条件 3：5 m区間に高さ 2 cmと 4 cmの 2種類の段差を含めた走行
条件 4：走行中間に右回りの方向転換走行
条件 5：走行中間に左回りの方向転換走行

図 3　走行路（条件 1～ 5）
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歩行器をみてアンケートに回答した。
【実験 2】
今回開発した機器 1、もう 1つは PCW（W1B-

SX）を使用し、PCWの前輪は標準品とは異なる直
径 228 mmの屋外用タイヤを装着した。両歩行器
を用いて各条件において快適速度で 2回歩行し、
その時間をストップウォッチで測定して両方の値
を採用した。かつ、両歩行器による走行に関して
2名の理学療法士が観察的に歩行状態の確認を
行った。数値データに関する統計分析は SPSS 

ver. 24（IBM社製）を用いて、対応のある t検定に
て、有意水準を 5％で検討した。

3.　結果
【実験 1】
今回アンケート調査を行った全対象者で大変良

い・良いと回答した割合を示し、最大値と最小値、
中央値について表 1、2にまとめた。機器 1は大
きさ 73％、重さ 56％、方向転換 93％、小回り性
90％、幅調整 66％、収納方法 60％であった。機
器 2は大きさ 67％、重さ 57％、デザイン 55％、
折り畳み機構 69％、折り畳み時の自立 76％で
あった。どの項目も理学療法士よりも脳性麻痺児
者、保護者の回答で今回製作した歩行器への評価
が高い傾向にあった。
【実験 2】
条件 1～ 5における歩行器における走行時間を
表 3に示した。条件 1では PCW：6.4± 1.7秒、
機器 1：6.4± 1.6秒となり、直線走行で有意差は
なかった。条件 2では PCW：11.5± 5.3秒、機
器 1：12.3± 5.4秒、条件 3では PCW：14.3±
7.7秒、 機 器 1：12.8± 7.1秒、 条 件 4で は

表 1　機器 1のアンケート結果と自由意見
属性 大きさ 重さ 価格 操作性 小回り 幅調整 収納方法

理学療法士（n＝ 4） 中央値 4 4 3 4 4 3.5 3

最大値 4 4 3 5 5 4 4

最小値 3 2 3 4 4 2 3

脳性麻痺者（n＝ 13） 中央値 4 4 3 5 5 4 4

最大値 5 5 4 5 5 5 5

最小値 2 3 2 3 3 2 2

保護者（n＝ 13） 中央値 4 3.5 3 5 5 4 4

最大値 5 5 4 5 5 5 5

最小値 3 2 2 2 2 3 2

・前輪のサイズが大きい、慣れればスムースからもしれないが、試運転のときはあまり上手に見えなかった（保護者）
・ ストッパーの操作が手元できると良い。ちょっと座る（腰掛）があると良い。体重をかけたときにフレーム強度は大丈
夫だろうか、ちょっとした荷物をかけられるフックが欲しい（PT）

・持ち手の上側の横棒があるといいのではないか。小回り性が良い（PT）
・フレームの色が選べると良い（保護者）

表 2　機器 2のアンケート結果と自由意見
属性 大きさ 重さ 価格 デザイン 機構 自立

理学療法士（n＝ 4） 中央値 3.5 3 4 4 4 4

最大値 4 4 4 4 5 4

最小値 3 3 3 3 3 3

脳性麻痺者（n＝ 13） 中央値 4 4 3 3 4 4

最大値 5 5 4 5 5 5

最小値 2 2 3 2 2 3

保護者（n＝ 13） 中央値 4 4 3 4 4.5 5

最大値 5 5 4 5 5 5

最小値 3 2 4 1 3 3

・転倒防止（保護者）
・成長に対応できるか、シールを貼れるのはよい（保護者）
・機器 1と同様に 6輪の方が回転しやすいと思う（PT）
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PCW：11.4± 8.3秒、機器 1：10.9± 5.1秒、条
件 5では PCW：11.1± 5.4秒、機器 1：10.0±
4.8秒であった。条件 3において有意に機器 1で
歩行時間が短く、条件 2と 4では機器 1が PCW

より歩行時間が短い傾向があった。また、変化率
として（機器 1／PCW）× 100で求めると条件 1：
106.2± 39.7、条件 2：110.3± 30.6、条件 3：
92.9± 22.9、条件 4：113.2± 52.7、条件 5：97.5

± 26.0、条件 2と 5で機器 1において歩行速度の
増加率が大きかった。
歩行状態の確認した結果、方向転換時、従来型

では歩行器全体を挙上するのに対し、機器 1では
前部輪（2個）を挙上、この時後部車輪（2個）と中
央車輪（2個）の 4輪で姿勢を支えることが可能で
あった。

4.　考察
脳性麻痺児の歩行器の開発にあたり屋外でも活

動しやすい歩行器の開発を主眼として、歩行器の
機構を検討してきた。屋外でも移動しやすい歩行
器の開発は子どもの活動性向上のために重要とな
る。
現在使用されている後方支持型歩行器（PCW）

を屋外移動やスポーツ活動を実践するために、改
良した小児用の歩行器を 2種類開発した。現在の
歩行器の問題である①方向転換操作、②小回り
性、③幅調整について改善した歩行器の開発を
行った 8,10）。開発コンセプトに沿って歩行器を製
作してアンケート調査を行った結果、機器 1と 2

ともに開発コンセプトに対して、エンドユーザー
や保護者から機器 1に関しては方向転換・小回
り性、機器 2に対して折り畳みの機構など良好な
反応が得られた。特に機器 1に関して屋外移動や
スポーツでも活用できるような方向転換、小回り

性を備えた歩行器の開発につながったと考えられ
る。これまで調査してきた歩行器に必要な性能を
検討し、その性能を付与して最大限目的とする屋
外移動やスポーツ活動に活かせる歩行器の開発に
参考となる結果が得られた。歩行器を対象者に導
入するにあたって、身体機能と構造、歩行耐久力、
環境因子、居住区域周辺の物理環境を考慮すべき
とされ 11）、その影響を考慮しながらも目的別に必
要な歩行器の性能を考慮すべきと考えられる。理
学療法士だけでなく、エンドユーザーや保護者の
意見を取り入れることで、エンドユーザーが日常
的に使用する可能性を広げる福祉機器の開発につ
ながるものと考えられる。
機器 1を用いて実験 2を行い、開発した歩行器

（機器 1）は従来型の PCWと同様で後方型歩行器
に分類さるが、前輪、中央輪、後輪の 6輪で構成
されている 10）。従来型（PCW）と比較し、特に段
差走行路において所要時間が短縮し、方向回転も
一部速度の向上がみられた。今回の機器 1の構造
が、段差昇降と回転しやすさにつながったと思わ
れる。従来型の歩行器は屋内や歩行練習用として
用いられてきたが、屋外移動やスポーツの使用を
想定した歩行器の性能には、今回開発した段差昇
降を容易にする性能が必要不可欠となる。屋外を
想定した場合に考えうる走行に適合した歩行器の
性能に合致したため、条件によって歩行速度が向
上したものと考えられる。しかし、今回は段差乗
り越えのみで有意な差があり、方向転換などで有
意差がなく、十分にスポーツにおける方向転換能
力を備えた歩行器とはまだ明確となっていない。
今回の対象者の多くは従来の歩行器使用経験者で
あり、その使用方法を学習しており、今回開発さ
れた歩行器を十分に活用できていたとは言い切れ
ない。そのため、今度スポーツの場面での研究や、

表 3　機器 1と PCWの走行比較
条件 1

基本歩行路
条件 2

スラローム
条件 3

段差乗り越え歩行
条件 4

方向転換歩行
（右→左）

条件 5
方向転換歩行
（左→右）

PCW（sec） 6.4± 1.7 11.5± 5.3 14.3± 7.7 11.4± 8.3 11.1± 5.4

機器 1（sec） 6.4± 1.6 12.3± 5.4 12.8± 7.1 10.9± 5.1 10.0± 4.8

P値 0.996 0.301 0.029＊ 0.384 0.782

＊　平均値±標準偏差　p＜ 0.05
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長期使用における変化も調査しなければならな
い。
本研究の限界として、今回の結果から対象者も

少なく歩行レベルにも差があったため分散が大き
いことや、いつも使い慣れている歩行器との違い
で、慣れていないため機器 1で取り回し過ぎてし
まい歩行速度の違いも生じた可能性があり、機器
1に対して適応する歩行能力のレベルの検討は必
要である。また、GMFCSのレベルの違いや歩行
能力の違いによって差が生じるか、実際の屋外歩
行の場面で、歩行効率に差が生じるかについて検
討していきたい。さらに実験 1に関しては子ども
のために作製した歩行器だが、使用経験や被験者
の募集で 18歳以上の歩行困難者も含まれた結果
であり、子どもにおける検証を進めていく必要が
ある。

5.　結論
屋外やスポーツで使用できる子ども用の歩行器

を考えたときの問題点を抽出し、2つの歩行器を
開発し、その歩行器に関して開発の意図に合致し
たアンケート結果が得られた。そこで機器 1で歩
行性能を従来の歩行器と比較した結果、段差走行
路において所要時間が短縮していた。特に従来の
歩行器の屋外やスポーツで使用する際の問題点と
して挙げた性能の改善がみられ、開発した歩行器
がこれらの目的に合致して使用できることが考え
られる。

謝辞：本研究は地方独立行政法人東京都立産業技術研究セ

ンター 障害者スポーツ研究開発推進事業 基礎研究「子供

用歩行（走行）支援機器の開発」の一環として行われた。
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Abstract : 
[Purpose] The aim was to develop an improved walking device for sports and outdoor 

activities for use by children with disabilities.

[Participants and Methods] A. Four physiotherapists, and one parent or guardian of each 

of 13 children with cerebral palsy, completed a questionnaire on performance with 

walkers. B. Five measures of performance by six children with cerebral palsy were 

compared among walker type─an existing conventional posture control walker vs. a 

newly developed walker. 

[Results] Measures of directional change, turning ability, and pace were higher in the 

newly developed than PCW model walker, with step elevation being signi�cantly better.

[Conclusion] It was judged that the newly developed walker is an improvement on the  

conventional walker for outdoors use and sports by children with CP.

Key words : Children, walker, gait, posture maintenance, questionnaire
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1.　緒言
脳卒中治療ガイドライン 2021 では急性期脳卒

中患者に対する下肢装具を用いた早期歩行練習 1）

や亜急性期以後の内反尖足を有する脳卒中患者に
対する短下肢装具の使用 2）を推奨している。また
下肢装具作製までに要する期間は脳卒中患者の移

動能力の決定要因の一つとして報告 3）されてお
り、下肢装具の早期作製の重要性は高まっている。
2001年以降、病院の機能分化を背景に脳卒中患者
の急性期病院における在院日数は減少したが 4,5）、
下肢装具適応者の数は減少していない 5）。そのた
め現代の医療システムにおいて多くの患者は回復

◎原著

理学療法士の経験年数が回復期脳卒中患者の
装具作製時期に与える影響

The years of physical therapist experience in� uence the prescription time for orthosis in patients with post stroke: 

A retrospective observational study in a rehabilitation setting

須江慶太 1，宮坂翔太 2，関塚祐 3，宮川大地 2，塚原貴彦 2，
斎藤文樹 4，森泉秀太郎 5，百瀬公人 6

要 旨
本研究は、回復期リハビリテーション病棟に入院する脳卒中患者の下肢装具作製時期に担

当する理学療法士（PT）の経験年数が影響を及ぼすかを検討することを目的とした。研究デ
ザインは後方視的観察研究として、61名の脳卒中片麻痺患者を対象にした。入院日から下肢
装具作製までの要した日数を従属変数として、入院時 Functional Independence Measure 

（FIM）の運動項目ならびに認知項目、年齢、下肢麻痺の重症度（12段階式片麻痺 grade）、
そして担当 PTの経験年数を独立変数とした重回帰分析を実施した。その結果、下肢装具作
製時期に影響を与える要因として入院時 FIM運動項目と担当 PTの経験年数が抽出された。
本研究の結果から、経験年数が浅い担当者に対する下肢装具作製判断を促す教育支援体制の
構築や経験に依存しない客観的指標を開発する必要性が示唆された。

【キーワード】脳卒中、下肢装具、作製時期、理学療法士、経験年数
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期リハビリテーション病院へ転院後に可及的早急
に下肢装具の作製を行い歩行の獲得を目指す必要
がある。回復期リハビリテーション病棟に入院す
る脳卒中患者はその身体機能の改善が発展途上に
ある一方で、生活期への移行期にもある。回復期
リハビリテーション病院で作製された下肢装具の
多くはその後の生活期においても使用される
が 6）、作製時点ではその後の歩行自立の可否や退
院後の生活について予測困難な場合も多い。特に
装具作製の経験が乏しい理学療法士（Physical 

Therapist：以下、PT）において難しい判断が要求
されることは容易に想像できる。一人で判断が難
しい場合は、装具検討会を開催し他職種や同僚
PTの意見を聞く方法がある 7）。しかし、鹿児島県
内のリハビリテーション医療を提供する病院に対
し装具検討会の有無を調査した報告では、回答が
あった施設のうち装具検討会（ブレースクリニッ
ク）を開催してる割合は 21％に留まることが報
告 7）されている。そのため、このような検討会は
診療システム上、十分に普及しておらず装具作製
時期は担当者の判断に依存せざるを得ない状況に
あることが推察される。
適応装具の判断が難しい場合は病院の備品装具

を貸出し、生活での使用状況をみながら適応を判
断するという方法もある。しかし、貸出し用装具
は本人用装具に比べ、医療関連機器圧迫創傷を発
生しやすいとの報告もあり 8）、積極的に推奨でき
る方法とは言い難い。特に経験の浅い PTは業務
中のアクシデントの多さも報告 9）されていること
から注意が必要となる。また臨床経験年数が少な
い PTは、専門家として装具処方を判断する能力
の必要性は自覚しているが、自分自身に装具処方
の判断能力が無いと考えるものが多いとの報告も
ある 10）。以上から、経験が浅い PT は臨床思考能
力が発展途上の状態 11）において難しい判断が求
められる上に，患者に創傷を負わす危険な状態に
あるといえる。しかし、PTの経験年数は実際に
装具処方時期に影響を及ぼすかについて検討した
報告はない。
本研究では回復期リハビリテーション病棟に入

院した脳卒中患者を対象に、下肢装具作製時期に
PTの臨床経験年数が影響するかについて、脳卒

中患者の歩行自立に関連する要因を含めて後方視
的に検討した。

2.　対象および方法
2─1　研究デザイン
本研究の研究デザインは後方視的観察研究とし
た。研究実施にあたってはヘルシンキ宣言に基づ
き鹿教湯病院倫理審査委員会で承認（承認番号：
20190004）を得た。

2─2　対象
対象は 2016.4.1─2018.3.31までに鹿教湯病院

（以下、当院）の回復期リハビリテーション病棟に
入院し、下肢装具処方がされた脳卒中片麻痺患者
64名のうち、データ欠損があった 3名を除外した
61名とした。

2─3　調査内容
電子カルテより、患者の年齢、性別、病型（出
血、梗塞）、下肢運動麻痺の重症度（12段階式片麻
痺 grade、以下、下肢 12 grade）、入院時、装具
処方時ならびに退院時の Functional Independence 

Measure（以下、FIM）の得点（総得点、運動項目、
認知項目）、処方された装具の種類と担当 PTの経
験年数の情報を収集した。加えて当院入院から装
具処方までに要した日数、歩行が自立した患者に
おいては下肢装具作製日を基準とした歩行が自立
するまでの日数の情報収集も行った。なお歩行自
立の定義は FIMの移動項目が歩行で 6点以上と
した。

2─4　統計解析方法
得られたデータの正規性は Shapilo-wilks検定
で確認した。下肢装具処方までの期間に影響する
要因を明らかにする目的で、入院から下肢装具処
方までの日数を従属変数にした強制投入法を用い
た重回帰分析 12）を行った。独立変数には担当 PT

の臨床経験年数に加え、脳卒中患者の歩行自立に
影響を及ぼすことが報告されている要因 13─15）や
その指標ある，入院時の下肢 12 grade、年齢、入
院時 FIM運動項目、そして入院時 FIM 認知項目
を加えた。なお、今回の重回帰分析は予測式の構
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築が目的ではなく、独立変数の影響度を調べるこ
とを目的に適応した。
さらに下肢装具作製前後に歩行が自立した患

者、もしくはしなかった患者において PTの経験
年数がどのような影響を及ぼしているかを明らか
にするために歩行が自立した患者と自立しなかっ
た患者それぞれで群間比較を行った。担当 PTの
臨床経験を臨床実習指導者が可能となる 5年目
未満（以下、若年 PT担当群）と 5年目以上（以下、
熟 練 PT担 当 群 ）に 2群 化し、入 院 時 下 肢
12 grade、入院時 FIM総得点、下肢装具処方時の
FIM総得点、退院時 FIM総得点の比較を T検定
もしくはWilcoxon順位符号和検定にて行った。
歩行が自立したものにおいては、下肢装具作製か
ら歩行自立まで要した期間の比較も行った。なお
下肢装具作製前に病院備品を使って歩行が自立し
ていた患者も存在することから、歩行の自立日は
装具作製日よりさかのぼって計算し解析を行っ
た。
すべての統計解析は SPSS ver 25 for Windows

を用い実施し有意水準は 5％未満とした。

3.　結果
対象期間内に下肢装具の作製を行った脳卒中患

者 61名（平均年齢 64.5± 13.6歳）の基本属性な
らびに作製した装具の内訳を表 1に示す。
重回帰分析の結果、下肢装具作製までの期間に

及ぼす影響として、入院時 FIM運動項目（標準偏
回帰係数 β＝－0.395、P＝ 0.033）と担当 PTの
経験年数（標準偏回帰係数 β＝－0.276、P＝
0.037）が有意に抽出された（表 2）。一方で、患者
の年齢、下肢 12 gradeならびに入院時 FIM認知
項目については有意差が認められなかった。

歩行が自立した患者と自立しなかった患者はそ
れぞれ、若年 PT担当群と熟練 PT担当群に群分
けし、比較を行った（表 3、表 4）。歩行が自立し
た患者においては入院時 FIM総得点や下肢
12 gradeにおける群間差は認めなかったが、熟練
PT担当群では下肢装具処方時の FIM総得点は
有意に低く、入院から装具作製までの期間は有意
に短かった。また下肢装具作製を基準にした歩行
自立までの日数は有意に長かった。退院時の FIM

総得点に群間差は認めなかった（表 3）。

表 1　対象者の基本属性（n＝ 61）
年齢（歳） 64.5± 13.6

性別（女性：男性） （人数） （21：40）
病型（出血：梗塞） （人数） （31：40）
麻痺側（右：左） （人数） （26：35）
入院時下肢 12段階式片麻痺 grade 6（4─7）
入院時 FIM総得点 （点） 57.4± 20.4

 運動項目 （点） 36.4± 15.4

 認知項目 （点） 22.8± 7.3

装具処方時 FIM総得点 （点） 78.1± 24.1

 運動項目 （点） 52.3± 18.9

 認知項目 （点） 25.8± 6.8

退院時 FIM総得点 （点） 95.7± 24.0

 運動項目 （点） 67.9± 18.9

 認知項目 （点） 27.9± 6.4

入院から装具作製までの期間（日） 36（20─79）
担当理学療法士の経験年数（年） 6（3─8.5）

作製された下肢装具の種類
（処方数）

1．短下肢装具 48

（内訳）
金属支柱付き AFO 31

Gait Solution Design 7

オルトップ AFO 4

プラスチック AFO 6

2．長下肢装具 13

Mean± SDまたはMedian （quartile）
FIM: Functional Independence Measure
AFO: Ankle Foot Orthosis

表 2　重回帰分析の結果

β P Value
95 ％ Confidence Interval

下限 上限
年齢 ─0.188 0.147 ─1.258  0.193

入院時下肢 12段階式片麻痺 grade  0.307 0.060 ─0.201  9.069

入院時 FIM運動項目 ─0.395 0.033 ─1.887 ─0.081

入院時 FIM認知項目 ─0.068 0.650 ─1.927  1.213

担当理学療法士の経験年数 ─0.276 0.037 ─3.817 ─0.128

FIM: Functional Independence Measure
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歩行が自立しなかった患者では若年 PT担当
群、熟練 PT担当群で年齢、入院時、装具作製時、
退院時それぞれの FIM総得点ならびに、入院か
ら下肢装具作製までの日数に有意な差は認めな
かった（表 4）。

4.　考察
本研究では、回復期リハビリテーション病棟へ

入院した脳卒中患者の下肢装具作製までの期間に
与える影響について担当 PTの経験年数を含んだ
要因で検討を行った。加えて歩行が自立した患者
と自立しなかった患者それぞれを若年 PT担当群
と熟練 PT担当群に 2群化し、歩行自立までの期
間やその特徴を明らかにした。重回帰分析の結果、
下肢装具作製時期には入院時 FIM運動項目に加
え、PTの経験年数が影響を与えていたことが明
らかとなった。また、歩行が自立した患者におい
ては、熟練 PT担当者群は若年 PT担当者群に比
較し、FIM総得点が低い段階で、早期に本人用の
下肢装具が作製していたことが明らかになった。
本研究の結果、下肢装具作製までの期間に最も

影響を与える要因は入院時 FIM運動項目であっ

た。近年の脳卒中患者の歩行自立に関して検討し
た systematic review では脳卒中後 3 カ月時点の
歩行獲得に影響する要因として、年齢、入院時の
日常生活動作能力、認知機能障害や排泄障害の有
無が報告されている 15）。入院時 FIM運動項目は
日常生活動作や排泄に関する項目を内包する指標
であり、下肢装具作製にも影響する指標であると
考えられる。本研究で強調すべきは、担当 PTの
経験年数も装具作製時期に影響を与えていた点で
ある。療法士の知識や臨床思考能力は経年変化で
発展するものの 11）、実際の臨床場面ではトレーニ
ング量 16）の少なさに関連することも報告されて
いる。本研究では経験年数の影響は下肢装具作製
時期にも影響を及ぶことが示唆された。また、歩
行が自立した患者においては、若年 PT担当群に
比べ、熟練 PT担当群で、FIM総得点が有意に低
い段階で、かつ早期に下肢装具の作製がなされる
ことも明らかになった。つまり熟練 PTは歩行の
自立を見越して早めに下肢装具作製を行っている
ことを示唆しているといえる。若年 PT担当者群
では、下肢装具作製時期を基準とした歩行自立ま
での期間は、熟練 PT担当者群に比べ有意に短

表 3　歩行が自立した患者の担当 PTによる群間比較
若年 PT担当群（n＝ 13） 熟練 PT担当群（n＝ 24） P value

年齢（歳） 69.1± 12.0 58.8± 13.8 0.031

入院時下肢 12段階式片麻痺 grade 5.7± 3.5 6.0± 2.3 0.779

入院時の FIM（点） 69.0± 17.2 65.3± 18.8 0.559

装具処方時の FIM（点） 98.8± 13.9 85.3± 17.6 0.022

退院時の FIM（点） 112.2± 9.0 108.0± 10.9 0.239

入院から装具作製までの期間（日） 44 （36─79） 28 （18.3─39.8） 0.009

装具作製日を基準とした歩行自立までに要した日数（日） 6.7± 36.3 33.0± 35.3 0.042

Mean± SDまたはMedian（quartile）
FIM: Functional Independence Measure

表 4　歩行非自立患者における担当 PT経験年数別の比較
若年 PT担当群（n＝ 9） 熟練 PT担当群（n＝ 15） P Value

年齢（歳） 74.1± 9.7 64.0± 12.7 0.053

入院時下肢 12段階式片麻痺 grade 3.1± 2.1 3.9± 1.8 0.323

入院時の FIM（点） 39.3± 16.1 45.6± 14.5 0.336

装具処方時の FIM（点） 57.2± 22.8 61.4± 21.6 0.657

退院時の FIM（点） 66.6± 23.0 79.3± 23.7 0.308

入院から装具作製まで期間（日） 79.0（17.5─102.5） 42.0（26─103） 0.815

Mean± SDまたはMedian（quartile）
FIM: Functional Independence Measure
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かった。これは若年 PTが下肢装具作製時期の段
階ではすでに病院備品を利用して患者に歩行を自
立させるものが多く、歩行獲得の見通しが立った
のちに下肢装具作製の判断を行っていることを意
味する結果と考えられる。平成 29年度に日本理
学療法士協会は在会 PTを対象に「福祉用具・義
肢・装具支援に関する啓発と実態調査」10）を実施
している。このなかで、装具の必要性を判断する
能力を持っているかを問う質問に対して、「大いに
持っている」あるいは「ある程度持っている」と答
えた経験年数が 10年以上の PTは 86.8％である
のに対し、経験 3年未満の PTは 35.3％と低値で
あった。本研究で明らかとなった PT経験年数と
下肢装具処方時期の関連は、若手 PT本人たちが
感じている主観能力が実務においてもそのまま反
映されている結果といえる。
歩行が自立しなかった患者においては若年 PT

担当者群が熟練 PT担当者群と比較して下肢装具
処方時期が遅れる傾向にはあったが、有意な差は
認めなかった。装具処方は必ずしも歩行の自立を
目指すものではなく、変形予防や入院中や退院後
の立位・歩行練習の機会の確保という目的におい
ても処方される。そのため熟練 PTにおいてもそ
の費用対効果を吟味して下肢装具作製の判断を
行っていること示唆する結果であると言える。
本研究結果は PT担当者の経験年数によらず、
装具処方の判断や手続きを促す効果的なシステム
作りの重要性を示す結果といえる。遠藤ら 17）は、
回復期病棟に入院した患者全例に対して装具回診
への参加を義務付けることで、装具処方時期を早
められることを報告している。そのため支援体制
を構築することで経験年数の影響を除すことがで
きる可能性がある。また、装具作製の必要性を誰
でも判断できる客観的な指標の必要性を示唆して
いる結果である。
本研究の限界として、単一病院の装具処方に関

するデータを用いた研究であり、装具処方システ
ムなど異なる他院などには当てはめることができ
ないことが挙げられる。そのため、他施設も含め
PTの経験年数の影響を検討していく必要があ
る。また、後方視的研究であるため、患者やその
家族の下肢装具作製の受け入れや想い、そして実

際に処方を行う主治医の判断の影響があった可能
性がある。今回の研究結果の先には、装具を早期
に作製した場合、自立度や身体機能のアウトカム
に有意な改善が生じるかという疑問が生じる。今
回の研究デザインではそれらについて十分に検討
できなかったが、今後は装具作製時期と治療効果
についても明らかにしていく必要がある。

5.　結論
本研究では回復期リハビリテーション病棟に入
院する脳卒中患者の下肢装具作製時期に担当する
PTの経験年数が影響を及ぼすことが明らかと
なった。本研究結果から、経験年数に依存しない
院内教育システムの構築や装具作製が必要な患者
を識別する客観的指標を開発する必要性が示唆さ
れた。

6.　利益相反
開示すべき利益相反はない。
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Abstract : 
The purpose of this retrospective observational study was to demonstrate the influence of 

years of Physical Therapist (PT) experience in charge on the time to prescribe the orthosis 

for post stroke patients in rehabilitation setting. Sixty-one patients who were admitted at 

a rehabilitation hospital were included in this study. The multi regression analysis was 

performed to reveal the influences on prescription time by using age, motor and cognition 

of Functional Independence Measure (FIM) at admission, severity of motor function in 

affected lower limb and the years of PT experience in charge as the dependent variables. 

Each of post stroke patients with dependent and independent of walking were divided 

into two groups based on the PT experience of <5 and ≥5 years in charge and compared 

the FIM total score at the time of admission, at the time of prescription of orthosis and at 

the time of discharge. The prescription time was also compared. For patients who got 

independent walking, the time to independent walking based on the prescription time 

was additionally compared. The results of multi regression analysis revealed that motor 

FIM score at admission and the year of PT experience in charge were significantly 

influenced the orthosis prescription time from admission at rehabilitation hospital. In 

patients who got independent of walking, patients whose PT in charge experienced ≥5 

years were significantly prescribed earlier and significantly lower the FIM total score at 

the time of prescription, although the FIM total score at admission and discharge were 

not significantly different. Our results indicated the years of PT experience in charge of 

stroke rehabilitation influence the time to prescribe the orthosis. This results may 

indicate that educational system is necessary for inexperienced PT to decide to prescribe 

orthosis without difficulties. 

Key words : Stroke, Orthosis, Prescription, Physical Therapist, Experience
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1.　はじめに
脳卒中片麻痺患者に対する理学療法において、

下肢装具は重要なツールとなっている。片麻痺患
者に対する装具療法は、脳卒中治療ガイドライン
20211）および理学療法ガイドライン第 2版 2）にお
いても推奨され広く普及している。
下肢装具は、医療保険制度に基づき医療機関で

処方され、生活期に移行した後は障害者総合支援
法に基づく補装具費支給制度を活用し、装具の再

製作や修理サービスを受けることができる。この
ように、装具の製作および修理に掛かる費用は公
費で賄われ、装具の種類に応じて耐用年数が設定
されている。装具製作後（引き渡し後）は、ユーザー
の歩行状態や体形の変化に合わせて理学療法士や
義肢装具士などの専門家による定期的なフォロー
アップ（装具の適合チェックおよびメンテナンス）
が必要となる。しかし、実際には適切なフォロー
アップが実施されずに下肢装具が不適合状態と

◎原著

生活期の短下肢装具ユーザーに関する装具フォローアップの実態調査
～訪問・通所リハビリテーションサービスの非利用者に関する意識調査を含めて～
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なっても本人や関係者が異常に気付かずに装具を
使い続ける、また、耐用年数が過ぎて装具の見直
しが必要な状態になっても放置されるなどで、反
張膝などの二次障害や歩行機能低下を起こす事例
が多発している。近年、このような生活期の下肢
装具ユーザーに関するフォローアップ体制の不
備 3,4）が指摘され、装具難民問題と呼ばれている。
装具難民 5）とは、「適切な装具療法が行われていな
い」、「装具処方時、患者に装具そのものの情報が
伝わっていない」、「装具処方後定期的なフォロー
アップがなされていない」、「かかわるスタッフの
知識不足」など下肢装具に関する治療・情報・シ
ステム・教育の問題であると定義している。この
ように、近年では生活期の下肢装具ユーザーに関
するフォローアップの問題が注目されていている
が、在宅生活中の装具ユーザー（以下、在宅装具
ユーザー）の装具フォローアップの実態や、装具
ユーザーのフォローアップに関する意識について
は不明な点が多い。
また、大西ら 6）は維持期における下肢装具の
フォローアップの問題について、個々の症状に対
して二次的機能障害を早期に発見、対処すること
が重要であるにも関らず、装具利用者が装具に関
する専門職種と接点を持つことが制度上困難であ
ることを指摘している。具体的には、医療保険に
て装具が処方される場合は、義肢装具士、医師、
療法士の連携が可能であるが、介護保険に移行し
てしまうと、この 3職種が揃って提供できるサー
ビスがない。このため、我々は介護保険を利用可
能な下肢装具ユーザーには、理学療法士（または作
業療法士）が直接関わり、装具のフォローアップを
実施可能となる利点を活かし、訪問リハビリテー
ションまたは通所リハビリテーション（以下、リハ
系サービス）の利用が有効と考えている。しかし、
在宅装具ユーザーのリハ系サービス利用率および
リハ系サービスに対する意識については報告がな
い。
以上の背景から、本研究の目的は①居宅サービ

スを受けている要介護者のうち、短下肢装具ユー
ザーの割合を調査する。②在宅装具ユーザーの装
具フォローアップの実態を調査する。③在宅装具
ユーザーのうち、リハ系サービスの非利用者の意

識調査を行うこととした。

2.　対象と方法
2─1　研究デザイン
量的研究と質的研究を併用したミックスメソッ
ド法 7）による調査研究を実施した。研究実施にあ
たっては、北海道科学大学保健医療学倫理委員会
の承認（承認番号：555号）を得てから実施した。

2─2　調査地域（北海道網走市）の概要
北海道東部（道東地方）にある市で面積は

471 km2、オホーツク総合振興局の振興局所在地
である。人口は 2015年国勢調査によると、総人
口 39,077人（18,035世帯）、65歳以上人口は
10,691人で高齢化率（65歳以上）は 27.4％を記録
し、2015年国勢調査における全国平均 26.7％を
0.7ポイント上回っていた。要介護認定者数（2019

年、網走市介護福祉課資料）8）は、1,865人となっ
ている。
網走市内の居宅介護支援事業所は 2021年 11

月現在で 8事業所、地域包括支援センターは 2か
所設置されている。

2─3　ケアマネジャーを対象とした調査
2021年 8月 12日時点で網走市内の居宅サー

ビスを提供している全てのケアマネジャー
（37名）を対象にアンケートを実施した。アンケー
トは無記名式とし、事業所ごとに配布し返送は郵
送とした。アンケートの回答・返送の期間を到着
後 2カ月とした。
アンケート調査の内容は年齢、性別、勤務年数、
基礎資格、ケアプラン担当者数、ケアプラン担当
者のうちの短下肢装具ユーザー数、装具ユーザー
のうち訪問リハ、通所リハの利用者数、装具の不
具合の確認状況とした。得られたデータは単純集
計を実施した。

2─4　在宅装具ユーザーを対象とした調査
網走市内で在宅生活をされている短下肢装具
ユーザーを対象にアンケートを実施した。対象者
を公募するために、網走市内の地域包括支援セン
ター、居宅介護支援事業、訪問リハビリテーショ
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ンおよび通所リハビリテーションにフライヤーを
配布し、アンケート調査に協力頂ける装具ユー
ザーを募った。アンケートは無記名式とし、事業
所ごとに配布し返送は郵送とした。アンケートの
回答・返送の期間を到着後 2カ月とした。
アンケート調査の内容は年齢、性別、罹患年数、

要介護度、身体障害者手帳の有無および等級、こ
れまでの装具製作数、現在使用している装具の使
用年数、リハ系サービスの利用有無、装具の相談
者について、歩容の確認について、装具のメンテ
ナンスについて、耐用年数の知識、義肢装具製作
所の連絡先についての情報についてとした。得ら
れたデータは単純集計を実施した。

2─5　�リハ系サービスを活用していない在宅装
具ユーザーのインタビュー（質的調査）

網走市ケアマネジャー連絡協議会の協力を得
て、リハ系サービスを活用していない在宅装具
ユーザーを紹介頂き、インタビューガイド（表 1）
に沿って、半構造化面接を実施した。対象者の意
見を遺漏なく聞き取りつつ議論の飽和までインタ
ビューを継続し、全ての発言は ICレコーダーに
録音した。分析は客観性を担保する目的で、2名
の研究者で協議しながら Steps for Coding and 

Theorization（以下、SCAT）の手順 9,10）に基づき
行った。SCATは、テクスト化した音声データを
発言ごとに区切った後に 4つのステップのコー
ディング（ステップ①：テクスト中の注目すべき
語句の抽出、ステップ②：抽出された語句の言い
かえ、ステップ③：言い換えた語句を説明できる
ようなテクスト外の概念の提示、ステップ④：ス
テップ①～③や前後の会話の文脈を考慮したテー
マ・構成概念の記述）を行い、ステップ④で記述さ
れたテーマ・構成概念を元に一連の文章としてま
とめたストーリーラインを書き出し、断片化する
ことで理論記述（分析データから言えること）を出
力する質的分析手法である。

3.　結果
3─1　ケアマネジャーを対象とした調査結果
回答数は 36／37通でアンケート回収率は

97.3％となった。ケアマネジャーの基本情報とし

表 1　インタビューガイド
□・入院中のことは覚えていますか？
□　─入院中のリハビリテーションは効果的であったか
□　─リハビリテーションの中で装具は使用したか？
□　─自身の装具はいつ作ったか
□　─ 装具について効果や使用期間など、どのような説明を受

けたか
□　─装具を使うことについてご自身どう思いましたか
□　─装具について期待していたことはどのようなことがあるか
□　─ 装具は効果的であったか（期待に対して十分であったか

不十分であったか）？

□・退院してからの生活について
□　─家の中での生活は、どの程度のことを自身でやっているか
□　─外出する機会はあるか
□　─どのようなところに行くか
□　─外出するときに装具を隠したいか見せたいか
□　─生活しているうえで困っていることはあるか
□　─装具を使い始めて周囲の方から言われたことはありますか

□・退院してから日常的に装具は使っていますか？
□　─どのくらいの時間使用してるか
□　─屋内外での使用状況
□　─これまでの修理の回数
□　─これまでの作り変えの回数

□・日常生活で装具は効果的か（役に立っているか）
□　─今使っている装具に満足しているか
□　─装具を使う上で困ることは？
□　─装着はスムーズか
□　─装着に要する時間は
□　─靴の脱ぎはき
□　─装具について、もっとこうなればよいという点は
□　─装具がなくても生活できるか

□・装具について点検してくれる人はいるか
□　─装具に不具合が出た時はどう対処しているか
□　─装具の不具合を自分で直そうとしたことはあるか
□　─義肢装具製作所に連絡できるか
□　─装具の公的制度について知っているか
□　─装具を使うことや制度の説明を十分受けたか
□　─ 定期的な装具のメンテナンスが必要であるという認識が

あるか
□　─納品してもらってからのフォローアップは十分か
□　─納品後のフォローとしてどのようなことをしてほしいか
□　─ 今の装具が使えなくなったら、代わりに使える装具はあ

るか

□・退院してから体の機能に変化はあったか
□　─体の変化がないか見てくれる人や相談できる人はいるか
□　─ 病院を出てから今まで、行うことが難しくなった動作は

あるか
□　─リハビリなど体を動かす機会はあるか
□　─リハ系サービスを使っていない理由
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て年齢、性別、経験年数、在宅生活者のケアプラ
ン担当件数、基礎資格を表 2にまとめた。
在宅生活者のケアプラン担当件数は合計 1,024

件で、そのうち短下肢装具使用者総数は 29名、短
下肢装具使用率は 2.8％であった（表 3）。短下肢
装具使用者（29名）のうち、リハ系サービスの非利
用者率は 7％（2名）であった（図 1）。
装具ユーザーのケアプランを 1人以上担当し

ているケアマネジャー 15／36名に対して、装具の
不具合の確認を定期的に行っているかの問いにつ
いては、行っているが 60％、行っていないが 40％
であった（図 2）。

3─2　在宅装具ユーザーを対象とした調査結果
回答数は 23通であった。在宅装具ユーザーの

基本情報として年齢、性別、罹患年数、要介護度、
身体障害者手帳の有無および等級を表 4にまと
めた。また、装具製作に関する情報では、現在使
用中の装具の使用年数は 2.9± 2.4年で、これま
でに製作した装具数は 2.6± 1.9個であった（表
5）。リハ系サービスの使用状況（図 3）は訪問リハ
35％、通所リハ 26％、訪問リハ・通所リハ併用
30％、利用なし 9％となった。
定期的に歩行の変化を確認してくれる方（図 4）

については、理学療法士・作業療法士（以下、療法
士）87％、デイサービス職員 4％、いない 9％であ
り、定期的に装具の状態を確認してくれる方（図
5）は、療法士 6％、義肢装具士 4％、デイサービ
ス職員 4％、いない 30％であった。装具について
困ったときの相談相手（図 6）は療法士 78％、ケア
マネジャー 4％、デイサービス職員 9％、いない
9％となった。
装具の耐用年数を知っているか（図 7）の問いに

は、知らない 70％、知っている 30％であり、ご
自身の装具を製作した義肢装具製作所の連絡先を
知っているか（図 8）の問いには、知らない 70％、
知っている 30％の結果であった。

3─3　リハ系サービスを活用していない在宅装
具ユーザーのインタビュー（質的調査の結
果）

在宅装具ユーザーを対象とした調査（23名）の

表 2　ケアマネジャー の基本情報（n＝ 36）
アンケート回収率（％） 97.3

年齢（歳） 49.1± 7.7（33─64）
性別（名） 男性：9名　女性：27名
経験年数（年） 9.1± 7.0（1─26）
在宅生活者のケアプラン担当件数
（件） 30.1± 13.3（1─62）

基礎資格†1（名） 23／ 10／ 8

年齢，経験年数，担当件数は平均値±標準偏差（最小値－最大値）
†1　介護福祉士／看護師／社会福祉士（5名重複あり）

表 3　在宅生活者の短下肢装具使用率
在宅生活者のケアプラン担当総数（件） 1024

短下肢装具使用者総数（名） 29

短下肢装具使用率（％） 2.8

表 4　装具ユーザーの基本情報（n＝ 23）
年齢（歳） 67.9± 8.7（52─84）
性別（名） 男性：12名　女性（11名）
罹患年数（年） 8.3± 8.5（1─40）
要介護度†1（名） 5／1／7／5／10／1

身体障害者障害程度等級†2（名） 3／1／1／11／6／2

年齢、罹患年数は平均値±標準偏差（最小値－最大値）
†1　支援／介護 1／介護 2／介護 3／介護 4／介護 5
†2　なし／6級／3級／2級／1級／不明

リハ系サービス利用者
93%

リハ系サービス
非利用者

7%

0 20 40 60 80 100
（％）

図 1　装具ユーザーのリハ系サービス利用状況（n＝ 29）

行っている
60％

行っていない
40％

0 20 40 60 80 100
（％）

図 2　 装具ユーザーの装具を定期的に確認しているか 
（n＝ 15）
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うち、リハ系サービスを活用していない在宅装具
ユーザーは 2名であった。
装具ユーザー A氏は、70歳代の女性、罹患年
数は 40年、通所介護サービスを利用していた。装
具ユーザー B氏は 80歳代の女性、罹患年数は 12

年、通所介護サービスを利用していた。2名の対
象者にインタビューを行い SCATにて分析した
理論記述を表 6に示す。さらに理論記述から捉え
た対象者の身体機能の変化の認識、リハ系サービ
スの活用についての意識、装具の必要性およびメ
ンテナンスに関する意識について以下にまとめ

た。
〈身体機能の変化の認識〉については、在宅生活
の経過のなかで、身体機能の低下を自覚し、問題
に感じていた。
〈リハ系サービスの活用に対する認識〉について
は、リハ系サービスを活用すると疲れてしまうと
認識していて、身体機能低下に対する問題解決に
役立つとは認識していない。また、リハ系サービ
スの活用が問題解決に役立つと認識していても、
必要以上にサービスを活用する負い目を感じ、
サービスの活用に後ろ向きになっていた。
〈装具の必要性に関する意識〉については、装具
の効果には満足していて、生活に欠かせない道具
であると認識している（ポジティブな意識）。一方
で、重たい。自己装着ができない。履物の選択が
自由にならないというネガティブな意識も存在し
ていた。

なし
9％

訪問リハ
35％

通所リハ
26％

訪問・通所リハ併用
30％

0 20 40 60 80 100
（％）

図 3　リハ系サービス利用状況（n＝ 23）

いない
9％

療法士
87％

デイサービス
職員
4％

0 20 40 60 80 100
（％）

図 4　定期的に歩行の変化を確認してくれる方（n＝ 23）

いない
30％

療法士
62％

義肢装具士
4％

デーサービス職員
4％

0 20 40 60 80 100
（％）

図 5　定期的に装具を確認してくれる方（n＝ 23）

いない
9％

療法士
78％

ケアマネジャー
4％

デイサービス職員
9％
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（％）

図 6　装具について困った時の相談相手（n＝ 23）

知らない
70％

知っている
30％

0 20 40 60 80 100
（％）

図 7　装具の耐用年数の情報を知っているか（n＝ 23）

知らない
70％

知っている
30％

0 20 40 60 80 100
（％）

図 8　義肢装具製作の連絡先を知っているか（n＝ 23）

表 5　装具製作に関する情報（n＝ 23）
現在使用中の装具の使用年数‡1（年） 2.9± 2.4（1─10）
これまでに制作した装具数（個） 2.6± 1.9（1─10）

平均値±標準偏差（最小値－最大値）
‡1　不明 2名
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〈装具のメンテナンスに関する意識〉について
は、装具の頻回なチェックや声かけは不要である
と考えていた。

4.　考察
4─1　�居宅サービスを受けている要介護者の短

下肢装具ユーザーの割合について
居宅サービスを受けている要介護者のうち、短
下肢装具ユーザーの割合を調査する目的で、網走
市内で勤務するケアマネジャーを対象にアンケー
ト調査を実施し、回収率は 97.3％と信頼性の高い

表 6　SCATによる理論記述
装具ユーザー A氏 装具ユーザー B氏

・「当事者感」の薄い装具使用の開始は、効力感を装着の動機
としない「受け身」な装具使用につながる。

・装具を特別視しない周囲の環境は、装具は特別な道具ではな
く「靴」であると認識させ、靴として認識している装具を家
の中で使うことの抵抗感を生む。

・ユーザーは外出時の装具の有用性を感じ、装具への満足感を
持つ。

・ユーザーは加齢でできていたことができなくなる変化によっ
て、できないことが増えることの無力感を感じる。

・手伝いが必要な場面の増加は、装具装着の自立性の悪さにも
つながる。

・ユーザーは装具装着に対する自立性改善の希望を持つ。
・ユーザーは装具の重量が重い事による扱いにくさを感じる。
・ユーザーの装具に関する公的制度や事務処理への「当事者感」
の無さが義肢装具士への連絡手段が不確かな状態につなが
る。

・装具の不調や不具合の自覚が困難なことと不具合があっても
代えがきかない装具の所有状況は、修正が必要な状態での装
具使用につながる。

・ユーザーは装具に関する義肢装具士とのかかわり方に対して
装具に明らかな問題がある状態での連絡の希望を持つが、頻
回なやり取りは不要と考える。

・老化による歩行困難は、屋内移動の困難、限られた家庭内の
行動パターンの形成につながる。

・介護サービスによる効果的な環境調整は、ユーザーの介護
サービスを受ける以前の屋内移動の困難と危険を減らし、屋
内移動の安定化の実感を与える。

・外出に様々な助けが必要な状態は外出機会の限定につなが
り、気軽な外出機会の喪失につながる。

・ユーザーは、サービスとその費用を把握したい。
・ユーザーは思いのほか高価である装具費用への驚きの思いを
持つ。

・経済的負担への懸念は安価な介護保険サービスによる受益の
希望につながる。

・ユーザーはデイサービスを楽しくゆっくり過ごせる場として
認識する。

・ユーザーは疲労を想像することによる運動のへの抵抗感を持
つ。

・脳血管障害で発症直後からの専門病院での治療を受けると、
オーダーメイドの装具製作と装具を用いたリハビリテーション
を行うこととなる。

・ユーザーは最初に使用したプラスチック製の装具には足首の過
剰な拘束感と装具に対する「障害の象徴」としての認識を持つ。

・義肢装具士・療法士による装具の必要性の説明の薄さは装具使
用への否定的な感情を抱かせる。

・装具使用の受け入れを促す療法士と対話や療法士による前向き
な声かけ、装具使用に否定的な感情を覆すだけの効力感、本人
が意識するほど装具を特別視しない周囲の環境は装具使用の受
け入れにつながる。

・上肢機能の障害による「今までできていたこと」の喪失は思う
ように体が動かない残念さを生む。

・立位保持・歩行の安定が得られることでユーザーは装具を、障
害を負っての生活に欠かせない道具と感じる。

・装具の自己装着の自立と、装具装着具合の自己管理が可能なこ
とは手間取り感の無い装具使用につながる。

・装具を比較する機会の無さは、装具へのこんなもんだろうとい
う期待感の無さを生む。

・装具使用を周囲に気づかれたくない意識は、装具を隠すのに困
らない衣服の選択につながる。

・装具を隠すのに困らない衣服の選択をすることによってファッ
ションへの影響が及ぶ不満が生じる。

・ユーザーは履物の選択が自由にならない不満を持っている。
・装具の大きな破損経験の無さや、万一のためのスペア装具を保
持する状況は希薄なメンテナンス意識につながる。

・頻回なチェックは煩わしいという感覚や装具に関するチェック
だけでなく声掛けも不要という考えは装具の耐用年数の超過を
生じさせる。

・家族による装具に関する気づきが期待できない状態では、専門
家によるメンテナンスの要否の判断が必要となる。

・ユーザーの装具支給関連制度の理解は、義肢装具士による装具
支給関連制度の説明の不足により十分でない状態となる。

・義肢装具士による装具支給関連制度の説明の不足はケアマネ
ジャーを通じた義肢装具士への連絡が必要な状態を作る。

・ケアマネジャーを通じた義肢装具士への連絡は、自身では義肢
装具士へ連絡しない状況を作る。

・屋内での装具装着は、スムーズな屋内歩行につながる。
・ちょっとしたことでの手助けの必要性が生じていることや周囲
の人の手を借りる負い目を感じるようになる。

・以前より疲れやすくなった感覚や、長距離を歩いたときの疲労
の感じやすさは老化による身体能力の変化の自覚につながる。

・デイケアに行かなくなったことによる運動機会の減少は歩行に
よる疲労を感じやすくなる原因となる。

・「必要以上に多く介護保険サービスを利用する負い目」はサー
ビス利用への消極的な姿勢につながる。
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調査となった。2021年 11月現在、網走市内の要
介護（要支援）者のうち在宅生活を送られている者
が 1,024名、そのうち短下肢装具のユーザー数が
29名、短下肢装具使用率は 2.8％であった。
政府統計の総合窓口（e-Stat）による 2019年度
の統計 11）によると、要介護（要支援）認定者数は全
国で約 668万人に及んでいる。また、厚生労働省
の「介護保険事業状況報告（月報・暫定）」令和 3

年 8月分 12）によると、要介護者のうち施設に入所
してサービスを受けた人は約 96万人となってい
る。このように、全国平均では要介護（要支援）認
定者のうち約 15％程度が入所サービスを受けて
いる。しかし、医療機関への入院などにより、入
所サービスを提供されている要介護（要支援）認定
者以外の全てが在宅で生活されているとは限らな
いため、要介護（要支援）認定者の在宅生活者数は
明確にはなっていない。また、本研究では、短下
肢装具ユーザーの疾患内訳は調査していない。短
下肢装具の適用は脳卒中のみならず、一部の神経
筋疾患なども導入されることがあるが、神経筋疾
患は希少な疾患 13）であるため、ここでは短下肢装
具ユーザーの多くは脳卒中患者と想定し考察す
る。
網走市の統計 8）によると、2019年度要介護（要
支援）認定者数は 1,865名であった。2019年度国
民生活基礎調査 14）によると、介護が必要になった
主な原因疾患は脳血管疾患が約 16％であること
から、概算として網走市内の脳血管疾患による要
介護（要支援）認定者数は約 300名程度と見込ま
れ、そのうち全国平均と同様に 15％が入所サー
ビスを受けている 12）と仮定すると、脳血管疾患に
より要介護（要支援）認定を受けた在宅生活者と、
何らかの理由で在宅生活も入所サービスも受けて
いない者とを合わせて 45名程度になる見込みで
ある。あくまでも公的統計調査からの推計になる
が、網走市内における脳血管疾患による要介護（要
支援）者が 45名程度と仮定すると、短下肢装具
ユーザー数 29名は決して少ない数字ではない。
本調査において、在宅の装具ユーザーを担当し

ているケアマネジャーは 15／36名（41.7％）で
あった。2018年に報告された千葉県豊津市在住の
ケアマネジャー 61名を対象とした阿部ら 15）の調

査研究でも、下肢装具を使用している利用者を担
当しているケアマネジャーは 52％であったと報
告している。しかし、本研究の結果で明らかになっ
たように、居宅サービスを受けている要介護者全
体からの短下肢装具ユーザーの割合は 2.8％と僅
かな数値であり、ケアマネジャーの視点から想像
すると、頻繁に遭遇する事例ではないことが伺え
る。ケアマネジャー 1人当たりのケアプラン担当
者数が平均 30名を超える業務のなかで、装具の
定期的な適合チェックや点検・整備などをケアマ
ネジャーが実務的に関わることは難しいため、介
護保険を利用可能な下肢装具ユーザーに対して
は、訪問リハ・通所リハといったリハ系サービス
の利用が装具の適切なフォローアップに寄与する
と考えられた。

4─2　装具の製作歴について
網走市の在宅装具ユーザーの現在使用中の装具
の使用年数は平均 2.9年、これまでに製作した装
具数は平均 2.6個であった。2010年に兵庫、大
阪、奈良、岡山、京都、広島にて調査した大西ら
の調査研究 6）によると、プラスチック短下肢装具
の平均使用期間が 3年 0カ月であったと報告さ
れている。本研究においても同程度の使用期間で
あったが、本調査では使用している短下肢装具種
類（支柱あり、なし）を聴取していないため、使用
している短下肢装具が対応年数を超えているか否
かは不明である。一方で、データのばらつきは大
きいが、平均罹患年数 8.3± 8.5年に対して、こ
れまでに製作した装具数は平均 2.6± 1.9個であ
り、単純計算で約 3.2年ごとに装具を再製作して
いる計算になる。支柱付き短下肢装具の耐用年数
が 3年であることから、耐用年数に合わせて再製
作を実施していると推察される。

4─3　�装具ユーザーの装具フォローアップに関
する意識

本調査では、在宅装具ユーザーに関してリハ系
サービスの利用率は 93％と高値を示し、在宅装
具ユーザーを対象とした意識調査の結果（図 4─
6）からも、療法士が装具のフォローアップの役割
を担っていると認識されている結果となった。一
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方で、装具の耐用年数の情報と義肢装具製作所の
連絡先を知っている装具ユーザーは 30％となっ
ており、装具ユーザー自らが主体的にフォロー
アップの必要性を感じているかは疑わしく、介護
保険分野の療法士が積極的に装具のフォローアッ
プに関わっている結果であると推察された。大西
ら 6）の報告においては、装具の耐用年数の情報を
知っている装具ユーザーは 12％であったと報告
され、先行研究においても同様に装具ユーザーの
フォローアップに関する意識の低さが伺える。

4─4　�リハ系サービスを利用していない在宅装
具ユーザーの意識

リハ系サービスを利用していない在宅装具ユー
ザーは、自身の装具の効果に満足し、装具の必要
性は認識しているが定期的なメンテナンスは不要
であると考えていた。また、在宅生活の経過のな
かで、身体機能の低下を自覚し問題に感じている
一方で、リハ系サービスの利用は希望していな
かった。これは、装具に関する情報や患者教育の
不足やリハ系サービスを受けることへの被援助志
向性 16）なども要因と考えられる。
対策としては、入院中における装具処方時や、

退院時の患者・家族へのセルフマネジメント指導
などの退院支援サービスにおいて、下肢装具の定
期的なメンテナンスの必要性についての十分な患
者教育が重要と考える。また、テクノロジーを活
用した問題解決手法としては、AIや ICT技術を
利用して装具ユーザー自身が装具の不適合状態を
検出するような技術開発が効果的であると考えて
いる。

4─5　�下肢装具に関わる網走市の地域連携につ
いて

今回の網走市での調査では、装具ユーザー自身
のフォローアップの関する意識の低さが伺えた一
方で、下肢装具の耐用年数に合わせて再製作を実
施していると推察されたこと、また、装具ユーザー
が装具について困ったときの相談相手が 91％存
在する（図 6）ことなど、丁寧なフォローアップが
されていた。この背景には、網走市の人口 4万人
弱という規模からも、医療・介護スタッフ間の顔

の見える良好な他職種連携ができているためと考
えられる。また、下肢装具の処方や考え方に地域
性が存在する 17）ことからも、今後は都市部などの
人口集中地区の調査を行い、今回の結果と比較す
る必要性がある。

5.　結論
居宅サービスを受けている要介護者のうち、短
下肢装具ユーザーの割合は 2.8％であった。在宅
装具ユーザーの装具に関するフォローアップは、
介護保険分野の療法士が積極的に関わっていた。
在宅装具ユーザーのうちリハ系サービスの非利用
者率は 9％存在し、装具の必要性は認識している
が定期的なメンテナンスは不要と考えていた。生
活期の下肢装具ユーザーに対しては、訪問リハ・
通所リハといったリハ系サービスの利用が装具の
適切なフォローアップに寄与すると考えられた。

6.　利益相反
本研究に関して開示すべき利益相反はない。
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Abstract : 
Recent studies have highlighted the inadequacy of the follow-up system for the users of 

ankle-foot orthotics in their daily lives. However, the current status of orthotic follow-up 

and attitudes of orthotic users remain obscure. Therefore, the present study investigated 

the 1) percentage of ankle-foot orthotic users requiring long-term care who receive at-

home care services, 2) current status of orthotic follow-up, and 3) attitudes of the 

nonusers of rehabilitation services. The results revealed that the percentage of ankle-foot 

orthotic users requiring long-term care who receive at-home care services was only 2.8％ . 

Therapists in the long-term care insurance �eld were actively involved in orthotic follow-

up for the at-home orthotic users. Among these users, 9％ did not avail the rehabilitation 

services. Although nonusers were aware of the need for orthotic devices, they believed 

that regular orthotic maintenance was unnecessary. Therefore, this survey corroborates 

the benefits of followup rehabilitation services such as home-visit and outpatient 

rehabilitation, availed by the lower-limb orthotic users in their daily lives.

Key words : Follow up with orthotics, Ankle foot orthosis, Scienti�c research
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1．はじめに
昨今の下肢装具を取り巻く現状として、装具

フォローアップの不十分さが指摘されている 1─3）。
脳卒中後遺症者に対する下肢装具の多くは急性期
病院または回復期病院で処方されるが、退院後の
在宅生活では、体型の変化などにより装具の不具
合が生じることがある 4,5）。しかし、装具作製後は
使用上の問題に関する当事者からの訴えがない限
り、装具が処方された後のフォローアップを受け

る機会がなく 6）、結果的に装具難民 7）と呼ばれる
ような、装具は処方されているものの機能変化に
より不適合な状態にある者を生み出してしまう。
したがって、脳卒中後遺症者の経過とともに変化
する身体状況に合わせて装具も検討されるべきで
あり 8）、装具を処方するだけでなく、その後のフォ
ローアップ体制も整備されることが重要である。
フォローアップ体制の整備には病期を超えた連
携体制（多職種連携・同職種連携）の構築が必要と

◎原著

生活期脳卒中後遺症者の装具管理状況と装具処方時に受けた
指導内容に関する実態調査

A survey of the status of orthotic device 5 management and the content of guidance received at the time of 

orthotic device prescription for people with post-stroke survivor

阿部紀之 1，細矢貴宏 2，松田雅弘 3

要 旨
【目的】脳卒中後遺症者の装具フォローアップの不十分さが指摘されている中、入院中の患
者指導内容や長期的な装具管理状況に関する知見は乏しい。本研究の目的は、入院中に受け
た指導内容や生活期の装具管理状況を明らかにすることとした。【方法】要介護認定を受けた
生活期脳卒中後遺症者 92名に対し、装具を作製した医療機関で受けた装具に関する指導内容、
下肢装具の状態を調査した。【結果】下肢装具の状態で最も多かったのが装具装着時の足の痛
み（29.7％）、次にベルクロの摩耗（22.8％）、足のキズや発赤（16.5％）の順であった。医
療機関で受けた指導内容に対して「指導を受けていない」または「覚えていない」と回答し
た者は装具の耐用年数で最も多く 72.8％であった。【結論】本調査対象の約 3割に装具が不
適合である可能性が示唆され、装具の耐用年数に関する医療機関での説明や方法を工夫する
必要があることが明らかとなった。

【キーワード】脳卒中、装具、患者指導
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言われている 2,3）。連携体制を構築するためにはま
ず、理学療法士（PT）自身が装具の知識や技術を適
切に有していることが必要である。しかし、2018

年に日本支援工学理学療法学会が行った PTに必
要とされる装具の知識・能力に関する実態調査で
は、半数以上の PTがこれらの知識・能力に対し
て「大いに持つべき」と回答している一方で、実際
に有している知識・能力に対して「大いに持って
いる」と回答した者は 3割未満に留まっていた 9）。
これらの背景の 1つに、病床の機能分化に伴い、
装具処方の多くがなされる急性期・回復期に所属
する PTが、退院後の脳卒中患者の生活状況を知
る機会が少なく、そのために装具の状態に関する
長期的経過を把握する手段や機会がないことが考
えられる。連携体制の整備のためには、多職種に
向けて装具に関する啓発活動が必要である一方
で、PTは入院中に処方された装具が在宅生活で
どのように活用され、生活の一部として機能して
いるかを把握することもさらに重要である。
生活期の装具使用実態の調査研究には、在宅脳

卒中者の下肢装具の使用状況について 10）、装具使
用状況や装具に関する認識について 1）、日常生活
動作（Activities of Daily Living：ADL）における
回復期 PTと装具使用者の認識の違いについて 11）

がある。しかし、装具を適切に使用できているか
を聴取している報告のなかで、装具の破損を生じ
やすいベルクロの摩耗やプラスチックの破損な
ど、装具の詳細な状態を調査している報告は見当
たらない。さらに、装具が処方された際、PTや
医師、義肢装具士（PO）からどのような指導を受け
たかについては明らかにされていない。これらの
実態を明らかにすることで、生活期脳卒中患者の
長期的な装具使用状況に関する知見を得ることが
でき、さらに入院中における装具に関する患者教
育を行う上での示唆が得られる。したがって本研
究の目的は、生活期における装具の管理状況や処
方時に受けた指導内容を明らかにすることとし
た。

2.　対象および方法
2─1　研究デザインと対象
本研究は独自作成した下肢装具に関する質問調

査票を用いた調査研究である。対象は 1都 2県
（13市区）在住の要介護認定を受けた生活期脳卒
中後遺症者とし、本研究の同意を得た 109名に調
査票を送付し、回収可能であった 92名（回収率
84.4％）を解析対象とした。

2─2　方法
調査協力者は 1都 2県在職の訪問または通所

リハビリテーション施設でアンケートの協力を得
られる施設を共同研究者で選択した。その後、各
施設の代表者に本研究の趣旨を説明し、同意を得
た施設に在籍するケアマネジャー（CM）29名と、
訪問リハビリテーションまたは通所リハビリテー
ションに従事する PT9名の計 38名の協力を得
た。その後、施設代表者に質問調査票を郵送し、
施設代表者から協力者（CM、PT）へ調査票を配布
した。アンケート調査は、下肢装具を使用または
所有している脳卒中後遺症者のうち、CMは担当
利用者に、PTは訪問または通所リハビリテー
ション利用者に対し留置法にて実施した。調査期
間は 2019年 10月から 2020年 3月とした。

2─3　調査項目（表 1）
調査項目は、①下肢装具に関する基本情報（使用
または所有している装具の種類、作製場所、使用
期間、修理歴、再作製歴）、② ADL場面における
下肢装具の使用状況や装具に対する愛着の有無、
③装具を作製した医療機関で受けた装具に関する
説明や指導内容、④下肢装具の状態（ベルクロの摩
耗、部品破損・紛失、装具着用時の足の痛みや発
赤の有無）とした。詳細の質問項目と選択肢を表 1

に示す。その他、装具全般に対する意見や悩みに
関する自由記載欄を設けた。

2─4　統計解析
まず、調査項目から得られた回答をもとに対象
者の記述統計を行った。次に、下肢装具の修理歴
や再作製歴ごとに装具の状態（ベルクロの摩耗、部
品破損・紛失、装具着用時の足の痛みや発赤の有
無）に該当するか否かをクロス集計にてまとめ、カ
イ二乗検定を行った。また、装具処方時に医療機
関で受けた指導内容が実際の生活場面で活用でき
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ているかをまとめた。有意水準は 5％とし、統計
ソフトは Stata MP 16.0（Stata社）を用いた。

2─5　倫理的配慮
本調査は袖ケ浦さつき台病院倫理委員会の承認

を得て、ヘルシンキ宣言ならびに個人情報保護に
留意して実施した。アンケート配布・回収者なら
びに調査対象者には口頭または書面にて本調査の
目的、結果の公表について説明を行った。なお、
本研究に対する同意は調査票の回答および返送を
もってみなすこととした。

3．結果
3─1　対象者の基本属性（表 2）
調査対象者の基本情報を表 2に示す。平均年齢
は 70.5± 10.6歳であり、介護度は要介護 1・2が
44.0％、要介護 3・4が 41.8％を占めていた。介

護保険サービス利用割合は、訪問リハ 42.4％、通
所リハ 45.7％、通所介護 55.4％であった。身体
機能の特徴として、転倒歴の有無はそれぞれ
50.0％ずつであったが、転倒不安ありと回答した
者は 77.2％であった。また、外出頻度が週 1回以
上である者は 84.8％、歩行時間が 1日 30分以上
である者は 41.3％であった。

3─2　�下肢装具情報とADL場面の使用状況�
（表 3）

下肢装具に関する基本情報を表 3に示す。使用
または所有している装具は、金属支柱付き短下肢
装具（金属支柱付き AFO）が 45.7％と最も多く、
次いでシューホーンブレース（SHB）が 22.8％、オ
ルトップ AFOが 15.2％、継手付きプラスチック
製短下肢装具（継手付き PAFO）が 10.9％、その他
が 5.4％であった。装具を作製した医療機関は回

表 1　質問項目と選択肢
質問項目 選択肢

①下肢装具に関する質問
「あなたが現在使っている、または持っている装具はどれで
すか」

金属支柱付き・プラスチック製（足部が動くもの）・プラスチック
製（足部が固定されているもの）・オルトップ・その他

「装具はどこで作りましたか」 急性期病院・回復期病院・その他・分からない
「装具を作ってからどのくらいの期間が経ちましたか」 半年以内・1年以内・1年半以内・3年以内・3年以上
「装具の修理をしてもらったことはありますか」 はい・いいえ
「装具の作り直しをしたことはありますか」 はい・いいえ

② ADL場面における装具の使用状況に関する質問
「あなたは普段の生活のなかで下肢装具を使用しています
か」

使っている・ときどき使っている・使っていない

「あなたが装具を使用する目的はどれですか（複数回答可）」 足が硬くならないように・歩くため・転ばないため
医者に言われたから・リハビリの人に言われたから・家族に言わ
れたから
よく分からない・その他

「あなたが現在使っている装具に愛着はありますか」 はい・いいえ
③装具を作製した医療機関で受けた装具に関する説明や指導内容に関する質問
「あなたが装具を作製した医療機関で、リハビリスタッフ（理
学療法士）から装具に関して説明や指導を受けましたか」

①装具を使用する目的、②装具の装着方法、③装具を装着する際
の注意点、④装具の耐用年数、⑤装具が壊れた際の相談場所（各
項目に対し、はい・いいえ・覚えていない、の 3択）

「あなたが医療機関で受けた説明や指導は、今でもご自宅で
の生活で活かせていますか」

はい・いいえ

④下肢装具の状態に関する質問
「装具のベルトがはがれやすくなっていますか」 はい・いいえ
「プラスチックが割れている、またはヒビが入っている所は
ありますか」§

はい・いいえ

「ネジなどの部品はすべてそろっていますか」† はい・いいえ
「装具を履くと足が痛くなることはありますか」 はい・いいえ
「装具を履いている方の足にキズや赤みはありますか」 はい・いいえ

§：プラスチック製短下肢装具を使用している者のみ回答
†：金属支柱付き短下肢装具を使用している者のみ回答
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復期病院が 66.3％と最も多かったが、急性期病院
で装具を作製した者も 18.5％存在していた。装具
の使用期間に関しては、下肢装具を 3年以上使用
している者が 45.6％であった。一般的な装具の耐
用年数を超えていると推測される者の割合を見て
みると、金属支柱付き AFOで 3年以上使用者が
47.5％、継手付き PAFO・SHB・オルトップ
AFOで 1.5年以上使用者がそれぞれ 50.0％、
45.0％、85.7％存在していた。ADL場面での装
具使用は 93.4％が「使っている」または「ときどき
使っている」に対し、6.6％（6名）が使っていない
と回答した。ADL場面で装具を「使用していない」
と回答した 6名の使用装具の内訳として、金属支
柱付き AFO 4名、オルトップ AFO 2名であった。
下肢装具の使用目的は歩行が 84.7％で最も多く、
2番目に転倒予防（60.0％）、3番目に療法士から
の提案（40.0％）であった。

3─3　下肢装具の状態（表 4）
下肢装具の管理状況として、装具の部品や適合
状況に関する 5項目を、修理歴や再作製歴の有無
ごとに 4群に分けて分析した（表 4）。その結果、
全体では装具装着時の足の痛みが最も多く
29.7％ が該当していた。続いてベルクロ摩耗
22.8％、足のキズ・発赤 16.5％となっていた。プ
ラスチックの割れ・ヒビや部品紛失に該当するも
のは、それぞれ 2.1％、7.0％とわずかであった。
修理歴・再作製歴ごとにみると、ベルクロ摩耗の
該当・非該当割合に有意差を認めた（p＜ 0.05）。
とくに修理・再作製歴ともにない群でベルクロ摩
耗の該当者割合が 40.7％と最も多かった。プラス
チックの割れやヒビ、部品紛失、装具装着の足の
痛みやキズ、発赤に関しては、修理・再作製歴と
の連関関係を認めなかった。

3─4　�医療機関で受けた指導内容とその活用状
況（表 5、6）

装具を作製した医療機関で受けた指導内容を
表 5に示す。各指導内容に対して「指導を受けた」
と回答した者の割合は、それぞれ①装具の使用目
的 79.4％、②装着方法 85.9％、③装着時の注意点
67.4％、④耐用年数 26.1％、⑤相談場所 56.5％で
あった。装具の耐用年数に関して「指導を受けてい
ない」または「覚えていない」と回答した者は
72.8％であった。また、これらの指導内容が日常
生活で活かせていると回答した者は 84.7％ で
あった一方で、活かせていないと回答した者が
15.3％存在した。実際に指導を受けたと回答した
者に限定して、その指導内容が生活場面で活用で
きているか否かを表 6にまとめた。結果、指導を
受けた項目は、その後の生活場面でも活用できて
いると回答したものが大半であり、最も低い「装着
方法」で 90.9％、最も高い「注意点」で 95.1％が指
導内容を活用できていた。

3─5　装具に関する意見や要望（表 7）
装具に関する意見や要望を表 7に示す。92名中

20名より回答を得た（回答率 21.7％）。装具が破
損している場合、CMや PO、装具外来などの相
談先が明確になっている者もいれば、相談先が分

表 2　対象者基本情報
項目 n ％

年齢 65歳未満 21 23.1

65─74歳 33 36.3

75歳以上 37 40.7

性別 男性 50 54.4

女性 42 45.6

過去 1年以内の入院歴 あり 18 19.6

なし 74 80.4

介護度 要支援 1・2 8 8.8

要介護 1・2 40 44.0

要介護 3・4 38 41.8

要介護 5 5 5.5

介護保険サービス 訪問リハ 39 42.4

通所リハ 42 45.7

通所介護 51 55.4

居住形態 独居 4 4.3

同居 85 92.4

その他 3 3.3

外出頻度 週 1回以上 78 84.8

週 1回未満 14 15.2

歩行時間 30分以上 /日 38 41.3

30分未満 /日 54 58.7

転倒歴 あり 46 50.0

なし 46 50.0

転倒不安感 あり 71 77.2

なし 21 22.8

各項目に対し該当者数（n）と割合（％）を示している
未回答は表に含めていない
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からず悩んでいる者も散見された。また、破損に
よる再作製や修理対応の際、装具作製業者との対
応に時間がかかるとの意見もあった。その他、外
観に関する意見や、使用用途に応じて複数所有し
たい、いつまで装具をつける必要があるかなどの
意見を得た。

4．考察
本研究の主な所見は、①一般的な装具の耐用年

数を超えて使用している者が 45.6％─85.7％存在
していること、②装具装着時の足の痛みやベルク
ロの摩耗など、装具が不適合である可能性のある
者が 16.5％─29.7％存在すること、③医療機関で
受けた指導内容 5項目のうち、「指導を受けてい

ない」または「覚えていない」と回答した者が最も
多かったのは「装具の耐用年数について」であった
ことである。これらの所見から言えることは、入
院中に装具の耐用年数に関する説明を十分に受け
ていないことが、その後の生活期で耐用年数を超
えて使用し、装具が不適合であるまま使用し続け
ている状況を生み出している可能性があることで
ある。
装具は作製時の採型・採寸を行い、仮合わせ、
受取と一連の流れを経て使用者のもとに届くが、
退院後の身体機能の変化（身体活動量の低下、浮腫
の増大など）が生じれば、装具が徐々に不適合にな
ることが推測される 4,5）。使用者自身が装具の管理
を行うことが困難であっても、家族や CMによる

表 3　装具関連情報

項　目
全体

（n＝ 92）
金属支柱付き

AFO（n＝ 42）
継手付き PAFO
（n＝ 10）

SHB
（n＝ 21）

オルトップ
（n＝ 14）

その他
（n＝ 5）

n ％ n ％ n ％ n ％ n ％ n ％
作製元 急性期病院 17 18.5 9 22.5 2 20.0 3 15.0 3 21.4 0 0.0

回復期病院 61 66.3 28 70.0 6 60.0 14 70.0 8 57.1 4 80.0

その他 14 15.2 3 7.5 2 20.0 3 15.0 3 21.4 1 20.0

使用期間 0.5年未満 7 7.8 2 5.0 1 10.0 3 15.0 0 0.0 1 20.0

1年未満 11 12.2 5 12.5 2 20.0 5 25.0 1 7.14 0 0.0

1.5年未満 13 14.4 6 15.0 2 20.0 3 15.0 1 7.14 0 0.0

3年未満 18 20.0 8 20.0 4 40.0 4 20.0 3 21.4 0 0.0

3年以上 41 45.6 19 47.5 1 10.0 5 25.0 9 64.3 4 80.0

修理歴 あり 50 57.5 26 66.7 4 44.4 11 55.0 7 50.0 2 40.0

なし 37 42.5 13 33.3 5 55.6 9 45.0 7 50.0 3 60.0

再作製歴 あり 41 45.6 17 42.5 5 50.0 10 47.6 5 35.7 4 80.0

なし 49 54.4 23 57.5 5 50.0 11 52.4 9 64.3 1 20.0

ADL上の使用 使っている 72 79.1 31 77.5 9 90.0 15 75.0 10 71.4 5 100.0

ときどき使っている 13 14.3 5 12.5 1 10.0 5 25.0 2 14.3 0 0.0

使っていない 6 6.6 4 10.0 0 0.0 0 0.0 2 14.3 0 0.0

使用目的＊ 拘縮予防 19 22.4 13 ─ 1 ─ 3 ─ 2 ─ 0 ─
歩行 72 84.7 33 ─ 10 ─ 15 ─ 12 ─ 4 ─
転倒予防 51 60.0 26 ─ 6 ─ 11 ─ 9 ─ 2 ─
医師からの提案 18 21.2 13 ─ 0 ─ 4 ─ 0 ─ 1 ─
療法士からの提案 34 40.0 17 ─ 3 ─ 12 ─ 4 ─ 0 ─
家族からの提案 6 7.1 2 ─ 0 ─ 4 ─ 0 ─ 0 ─
よく分からない 2 2.4 1 ─ 0 ─ 1 ─ 0 ─ 0 ─
その他 7 8.2 2 ─ 1 ─ 1 ─ 0 ─ 2 ─

装具への愛着 あり 71 79.8 31 77.5 9 90.0 15 75.0 11 78.6 5 100.0

なし 18 20.2 9 22.5 1 10.0 5 25.0 3 21.4 0 0.0

各項目に対し該当者数（n）と割合（％）を示している
未回答データは表に含めていない
＊： 下肢装具を ADL上「使っている」または「ときどき使っている」と回答した者のみを対象とした（複数回答可のため、該当者数のみ
示した）

PAFO：プラスチック製短下肢装具、SHB：シューホーンブレース
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フォローや、訪問リハビリテーションや通所リハ
ビリテーションを利用していれば、PTのチェッ
クも受けることが可能である。しかし原 12）は、急
性期から亜急性期、維持期にかけた下肢装具に関
するフォローアップの問題点を指摘している。装
具のフォローアップ体制を強固なものにしていく
ためには、生活期に従事する CMや PTの介入が
必須となる。
装具の耐用年数を超えて使用している要因に、

装具に関する相談場所が不明であることも考えら
れる。CMを対象としたアンケート調査において、

「問い合わせ先が不明」であると回答した者が多数
存在することが明らかとなっている 3）。耐用年数
に関する認知度は、装具使用者の 88％が耐用年
数について「知らない」と回答しており 1）、CMは
認知度 0％であったとの報告もある 13）。装具が不
適合な状態になって気づくのではなく、装具を定
期的にチェックできるよう多職種連携を行うこと
は重要である。そのためには装具使用者のみでな
く、CMや PTも耐用年数に関する認識を持つこ
とが必要である。
フォローアップ体制の構築を考えるうえで、装
具を作製した急性期病院や回復期病院などの医療
機関が担う役割も重要である。医療機関において
は装具を治療用装具として用いることが多いが、
下肢装具の長期使用の可能性を踏まえた説明や指
導を行うことが必要である。また本研究の対象者
のように、下肢装具使用者の大半が高齢者であり、
入院中に受けた説明や指導を十分記憶できるかは
疑問が残る。本結果においても、入院中に受けた

表 4　修理・再作製歴ごとの装具チェックポイント該当割合

項　目
修理＋再作製歴なし
（n＝ 27）

修理歴のみあり
（n＝ 22）

再作製歴のみあり
（n＝ 12）

修理＋再作製歴あり
（n＝ 27） p-value＊

n ％ n ％ n ％ n ％
ベルクロ摩耗 該当あり 11 40.7 2 9.1 2 16.7 5 18.5 0.049

該当なし 16 59.3 20 90.9 10 83.3 22 81.5

プラスチックの
割れ・ヒビ§

該当あり 1 6.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.577

該当なし 15 93.8 9 100.0 7 100.0 15 100.0

部品紛失† 該当あり 1 9.1 0 0.0 1 20.0 0 0.0 0.244

該当なし 10 90.9 13 100.0 4 80.0 12 100.0

装具装着時の
足の痛み

該当あり 7 26.9 8 36.4 2 16.7 8 29.6 0.675

該当なし 19 73.1 14 63.6 10 83.3 19 70.4

足のキズ・発赤 該当あり 3 11.5 4 18.2 1 8.3 6 22.2 0.624

該当なし 23 88.5 18 81.8 11 91.7 21 77.8

各項目に対し該当者数（n）と割合（％）を示している
§：プラスチック製下肢装具のみ　　†：金属製短下肢装具のみ　　＊：カイ二乗検定
未回答データは表に含めていない

表 5　医療機関で受けた指導内容
項　目 回　答 n ％

使用目的 受けた 73 79.4

受けていない 7 7.6

覚えていない 12 13.0

装着方法 受けた 79 85.9

受けていない 9 9.8

覚えていない 4 4.4

注意点 受けた 62 67.4

受けていない 16 17.4

覚えていない 13 14.1

耐用年数 受けた 24 26.1

受けていない 37 40.2

覚えていない 30 32.6

相談場所 受けた 52 56.5

受けていない 24 26.1

覚えていない 13 14.1

各項目に対し該当者数（n）と割合（％）を示している
未回答は表に含めていない

表 6　指導を受けた項目別にみた指導内容の活用状況

指導項目
活用できている 活用できていない

n ％ n ％
使用目的 66 91.7 6 8.3

装着方法 70 90.9 7 9.1

注意点 58 95.1 3 4.9

耐用年数 21 91.3 2 8.7

相談場所 48 94.1 3 5.9



Journal of Assistive Technology in Physical Therapy　Vol.1　No.1　2021 61

指導内容について「指導を受けていない」または
「覚えていない」と回答した者が 14.2％（装着方
法）─72.8％（耐用年数）存在している。とくに耐用
年数を知らないまま装具を使用していると、破損
や修理に関する相談のタイミングも分からず、結
果的に不適合のまま使用し、あるいは自己流で修
理して対応するなどの危険な状態を招く可能性が
あり、注意が必要である。口頭での説明や指導の
みではなく、書面などの媒体を用いた説明や指導
を行うなどの工夫が必要であることが示唆され
た。現在まで、各地で装具ノート 9,14）やチラシ 15）

による案内を実施している医療機関が増えつつあ
る。
本研究は生活期の装具使用者を対象とした調査

において、下肢装具の管理状況や指導内容などを

検証できた。しかし本研究にもいくつかの限界点
がある。1つ目は調査フィールドが 1都 2県（13

市区）と限定的であることや、金属支柱付き AFO

使用者が全体の約半数存在していたことにより、
完全にサンプリングバイアスを除去することが困
難であったことである。2つ目は調査対象者に
よっては 3年以上の長期間装具を使用している
者も含まれており、装具処方時の指導内容に関す
る質問はリコールバイアスを除去しきれていない
ことである。3つ目は装具の使用目的に関する設
問の選択肢に、使用する理由（医者／リハビリの人／
家族に言われたから）と使用する目的（足が硬くな
らないように／歩くため／転ばないため）が混在し
ており、回答者の意図を十分反映しきれていない
可能性があることである。転ばないで歩くことは

表 7　装具に関するコメント
〈要望に関するコメント〉
・装具をつけたときに合うオシャレな靴がない！【60代女性、オルトップ AFO使用】
・装具の用途に応じて複数持ちたい（大きいものと小さいもの）。【70代男性、SHB使用】
・もっと短い物の方がつかってみたい。【70代女性、SHB使用】
・ベルトがへたりやすい。業者にすぐみてもらえたら良いと思う。以前頼んだら日にちがかかった。【80代男性、継手付き PAFO使用】
・新しく開発され、より歩きやすいものがあれば情報をほしい。業者によって教えてくれる情報が違うが、外出のときなどに見え方（目
立たせたくない）が気になるので、色などのバリエーションをしっかり提示してほしい。色などによって履くこと、歩くことを楽
しくも感じられるので。【70代女性、継手付き PAFO使用】

・金具や支柱付きの装具を使用しているため、見た目に少し違和感を覚える。
・機能はそのままに、もう少しファッショナブルで有機的なデザインであればより良いと思う。【80代女性、金属支柱付き AFO使用】
・前回は在宅に訪問してもらい、装具を作成してもらったが、最近、訪問してもらえないようになってきている（会社の都合か制度
上か分からないが）。そろそろ装具を作り直したいが、そのような状況なので、二の足を踏んでいる。作り直したい、もしくは修
理したいときに訪問してすぐに対応してくれる、そのような体制を希望する。【70代女性、金属支柱付き AFO使用】
・装具をつけないようにしたい。じゃま。普通に歩きたい。【60代男性、金属支柱付き AFO使用】
〈疑問点に関するコメント〉
・ベルトの直しをどこでしていいのか分からない。オルトップのままでいいのか（身体機能的に）最適なものが知りたい。
装具診断ができる病院はあるのか知りたい。【40代女性、オルトップ AFO使用】
・足のために装具はつけた方がいいのですか？はずした方がいいですか？【70代女性、オルトップ AFO使用】
・こわれた場合どうしよう。【70代女性、SHB使用】
・いつまで装具をつける必要があるのか【70代女性、金属支柱付き AFO使用】
・今後の調整の相談をどこにしたらいいのか？【60代女性、金属支柱付き AFO使用】
〈その他感想などのコメント〉
・履いていてむくみが出ることはある。【70代女性、SHB使用】
・ラバー、特に足指あたりがはがれやすい。このために比較的頻回に修理が必要。【70代男性、金属支柱付き AFO使用】
・オルトップを使って、10年になります。マジックテープがこわれて直しながら使っています。
今度、新しいものに替えようと思いましたので、ケアマネに相談します。【70代男性、オルトップ AFO使用】
・マジックテープが弱くなっていることと、ベルトの長さを長くしてもらいたいので、また装具外来に連絡しようと思う。【60代女性、
金属支柱付き AFO使用】

・今後、メンテナンスを○○病院でお願いしたい。【60代男性、金属支柱付き AFO使用】
・満足している。【60代女性、金属支柱付き AFO使用】
・プラスチック装具にしたかったですが、体の状態からダメなようでした。【50代女性、金属支柱付き AFO使用】

固有名詞は伏せて表記してある 
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装具の 1つの目的であるが、転倒または歩くこと
の重きがあるかを判断するため選択肢を「転倒予
防」と「歩行」と分けた。しかしその両方の重みづけ
を回答者が十分理解して選択できたかどうかは不
明な点がある。

5.　結論
生活期における装具の管理状況や処方時に受け

た指導内容を明らかにすることを目的に、生活期
脳卒中後遺症者にアンケート調査を行った。装具
が不適合である者が約 3割存在する一方で、入院
期間中の装具に関する説明の内容や方法が不十分
である可能性があることが明らかとなった。今後
は、全国横断的なサンプリングによる大規模調査
が必要であり、装具の処方、装具を用いた運動療
法、装具のフォローアップに関する標準化に向け
て取り組む必要がある。

6.　利益相反
本研究に際し、開示すべき COIはない。
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Abstract : 
The purpose of this study was to clarify the content of guidance received during 

hospitalization and the status of orthotic device management during daily life. We 

surveyed 92 post-stroke survivors who were certified as needing nursing care about the 

guidance they received at the medical institution where their orthoses were made and the 

status of their lower limb orthoses. The most common condition of the lower limb orthoses 

was foot pain when wearing the orthoses (29.7%), followed by Velcro wear (22.8%), and 

scratches and redness of the feet (16.5%). The highest percentage of respondents (72.8%) 

answered that they “did not receive any instruction” or “do not remember” about the 

instruction they received at medical institutions during the service life of orthotics. About 

30% of the subjects in this study may have ill-fitting orthoses, indicating the need to 

devise methods and explanations at medical institutions regarding the service life of 

orthoses.

Key words : Stroke, Orthosis, Patient management
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1.　はじめに
歩行運動の定式化は 1980年のMochonとMc-

Mahonの論文 1）が最初と言われており、その後
1990年にMITのMcGeerが現在知られている
歩行モデルの基礎を確立した 2）。本稿では歩行運
動方程式のなかで最も単純化されたモデルである
「Simplest walking model」（Garcia等、1998年）3）

について、その方程式導出過程の解説を行う。
なお、この解説では式の導出過程のみを扱い、

歩行の数理学的研究の概要や、その歴史について
は触れないので、これらに興味のある方は、池俣・
佐野の総説 4）をまずはお読みになることをお勧め
する。また、本稿を読まれた後に、この分野をよ
り深く学びたいと感じられた場合は、日本語で書
かれた最も詳しい解説として、池俣の論文 5）をお

勧めする。さらに解析力学と非線形モデルについ
ての一般向け書籍としては、書籍 6─8）を推薦して
おく。

2.　方程式導出過程の概要
Garcia等の提唱した simplest walking model

は、「二重振り子」の運動方程式であり、解析力
学 6─7）の手法を用いて解くのが一般的である。本
稿ではその導出過程を以下の 4つに分けて解説
する。
1）歩行ロボットの座標を設定し、拘束条件式を記
述する

2）歩行ロボットの全運動エネルギーと全ポテン
シャルエネルギーからラグランジアンを求める

3）求めたラグランジアンをオイラー・ラグラン

◎総論

歩行運動方程式の導出過程─Simplest walking model─
Derivation process of the equation of walking; Simplest walking model

倉山太一 1，小宮全 2

要 旨
本稿は Garcia等が提唱した歩行についての数理モデル「Simplest walking model」の解

説である。主な読者として、物理や数学に興味のある理学療法士・作業療法士を想定した。
また普段数学になじみのない方でも、その導出の概略を理解できるように、式変換などにつ
いて逐次説明するよう心掛けた。解説中に出てくる数学的用語や解法を元に、適宜、専門書
などを参照頂ければ、最短経路で歩行の数理を理解できる内容となっているので、意欲のあ
る方は、ぜひ紙とペンを使って式の導出を追って頂きたい。もし、大学の物理に興味のある
高校生や、教員がお読み下さったならば、本稿を解析力学の簡単な例題としてお使い頂けれ
ば幸いである。

【キーワード】受動歩行、逆振り子、解析力学、オイラー・ラグランジュ方程式

1　植草学園大学保健医療学部博士（医学）
2　東京交通短期大学運輸科博士（理学）
投稿日：2021年 12月 23日　　採択決定日：2021年 12月 25日　　公開日：2022年 3月 31日
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ジュ方程式へ代入し、運動方程式を導出する
4）方程式の無次元化を行い、simplest walking 

modelを導出する
以上の手順で順次解説を進める。

3.　方程式導出過程の詳細
手順 1：歩行ロボットの座標を設定し、拘束条件
式を記述する
拘束条件式を立式するにはまず、座標の“原点”

をどこに取るか、また“座標系”として何を採用す
るかを決める必要がある。今回の場合、歩行ロボッ
トの着地足が二重振り子の支点であり、不動であ
るから、ここを座標の原点とするのが良さそうで
ある（図 2B）。次に座標系については、一般的に
は x軸と y軸が直角に交わった直行座標系（図 1
左）を思い浮かべる方が多いと思うが、今回の振り
子のような、回転運動を伴う力学系では、極座標
系を採用すると導出過程が簡単になることが知ら
れている。よって座標系には、各質点の位置を長
さと角度で表現する極座標系を採用する（図 1右
および式（1））。

x（r,θ）＝r cos θ, y（r,θ）＝r sin θ （1）

Garcia等 3）のモデルは図 2Aのように定義され
ており、長さが lの二つの振り子を連結した「二足
歩行ロボット」を再現している。連結点を股関節に
見立て、上体の体重を質点Mとして置き、また両
方の振り子の先端を足先として質点mを置いて
いる（単純化のため棒に重さは無い）。また股関節
から歩行路面に下ろした垂線と立脚足の角度を
θ、立脚足と遊脚足の間の角度を φ、歩行路面の傾
きを γ、重力加速度を gとしている。ロボットが

歩く際の条件として、遊脚側の下肢は立脚足およ
び路面と衝突することなく前方に振り出され、着
地時の衝撃によるエネルギー損失がない、という
設定である。
まず股関節の質点Mおよび足先の質点m（着

地側の足先は支点なので無視して遊脚側のみを考
えれば良い）の座標を直交座標系にてそれぞれ
（xM, yM）、（xm, ym）とする。同様に、質点Mおよ
び質点mの速度をそれぞれ（vxM, vyM）、（vxm, vym）
と定義しておく。二つの質点M、mの動きは、と
もに長さ lの振り子で拘束されているから、以下
の条件が成り立つ。

原点Oから質点Mまでの距離－l＝0

質点Mから質点mまでの距離－l＝0

したがって、一方の足部が離地したところから、
再び着地するまでの質点m、Mの拘束条件式は、
式（1）より、振り子の拘束点（着地足）を原点とし
た極座標系で、以下の通り定義できる。

xM = − l sinθ t( ) # 2( ) （2）

yM = l cosθ t( ) # 3( ) （3）

xm = − l sinθ t( ) − l sin ϕ t( ) −θ t( )( )# 4( ) （4）

ym = l cosθ t( ) − l cos ϕ t( ) −θ t( )( )# 5( ) （5）

y

P（a,b）
b

a x

P（r,θ）

r

θ

y

x

図 1　直交座標系（左）と極座標系（右）

A : Garcia’s original 
     coordinate system

B : Our coordinate system

θ

γ

β
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図 2　 図 2Aは Garcia1）等 の オ リ ジ ナ ル。 図 2Bは
Garciaのモデルにて着地足を原点（O）として座標系を表
記し、立脚角度を α（t）＝ θ（t）、股角度を β（t）＝ φ（t）─θ（t）とし
て改変したもの。また、ggx、ggyは重力加速度を示す。
（文献 3）より転載：©The American Society of Mechani-

cal Engineers）



支援工学理学療法学会誌　Vol.1　No.1　202166

ここで、ym = l cosθ t( ) − l cos ϕ t( ) −θ t( )( )# 5( )やym = l cosθ t( ) − l cos ϕ t( ) −θ t( )( )# 5( )に付いている添え字（t）は、そ
れが付された変数が時間 tの関数という意味であ
る。なお、この後の計算を簡単にするために、
図 2Bのようにym = l cosθ t( ) − l cos ϕ t( ) −θ t( )( )# 5( )＝xM = − l sinα t( ) # 6( )、ym = l cosθ t( ) − l cos ϕ t( ) −θ t( )( )# 5( )－ym = l cosθ t( ) − l cos ϕ t( ) −θ t( )( )# 5( )＝xm = − l sinα t( ) − l sinβ t( ) # 8( )と一旦、
以下の通り変数変換しておく。

xM = − l sinα t( ) # 6( ) （6）

yM = l cosα t( ) # 7( ) （7）

xm = − l sinα t( ) − l sinβ t( ) # 8( ) （8）

ym = l cosα t( ) − l cosβ t( ) # 9( ) （9）

（※これ以降、式を見やすくするため、添え字（t）
を省略する。）
手順 2：歩行ロボットの全運動エネルギーと全ポ
テンシャルエネルギーからラグランジアンを求め
る
今回のモデルでは、解法が既に分かっているも

のとして、天下り的にラグランジアン（L）を L＝
T－U（T：運動エネルギー、U：ポテンシャルエネ
ルギー）と定義し、オイラー・ラグランジュ方程式
を利用するための準備としてこれを求める。ラグ
ランジアンを求めるためには、系の全運動エネル
ギーと全ポテンシャルエネルギーが必要なため、
続いてその計算を実施する。

3.1　運動エネルギーの計算
座標の x軸をあらかじめ路面方向と合わせたた

め（図 2B）、歩行ロボットの進行方向と水平方向
を x軸、垂直な方向を y軸として運動エネルギー
を計算できる。すなわち運動エネルギーの式には
路面の傾き γ、重力定数 gが現れない点で楽であ
る。運動エネルギーは「1/2×質量×速度の二乗」
で定義されるので、ロボットの各質点の速度がわ
かれば運動エネルギーが求まる。速度は座標の時
間微分であるから、まずは股関節部の質点Mの速
度 vxM、vyMについては、式（6）および式（7）を時間
tで一階微分すれば良く、

vxM = !xM = d
dt

− l sinα( ) = − !α l cosα # 10( ) （10）

vyM = !yM = d
dt

l cosα( ) = − !α l sinα # 11( ) （11）

である。なお、各変数の上にドット（˙）が一つあ
るのは時間 tによる一階微分を意味し、その変数
を「一度だけ時間 tで微分すること」である。また
ドットが二つ（˙˙）あるのは二階微分を意味し、そ
の変数を「2回連続で時間 tで微分すること」を意
味する（「階」はミスプリではなく、このように書
く）。さらに、

d
dt

( ),�� d 2

dt 2 ( )# 12( ) （12）

という表記は、（　）のなかの全ての変数を、時間
tで微分することを意味し、その乗数は微分の階
数と同じ意味である（ ˙、˙˙と同じ）。
続けて、質点Mの速度は vxMと vyMを合成する

ことで求まるから、

vM = v 2
xM + v 2

yM = l cos( )2 + l sin( )2

= 2 l 2 cos2 + sin2( ) = l
 （13）

（※三角関数の公式「sin2 A＋cos2 A＝1」を利用し
ている。）
である。続いて足先の質点mの速度 vxm、vymに
ついては式（8）、（9）を微分して、

vxm = !xm = d
dt

− l sinα − l sinβ( ) = − !α l cosα − !βl cosβ # 14( )

vxm = !xm = d
dt

− l sinα − l sinβ( ) = − !α l cosα − !βl cosβ # 14( )
 （14）

vym = !ym = d
dt

l cosα − l cosβ( ) = − !α l sinα + !βl sinβ # 15( )

vym = !ym = d
dt

l cosα − l cosβ( ) = − !α l sinα + !βl sinβ # 15( )
 （15）

これらを合成して、質点mの速度 vmは
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= { !α 2l 2 sin2 α + cos2 α( )+ !β 2l 2 sin2 β + cos2 β( )
+2 !α !βl 2 cosα cosβ − sinα sinβ( )}

1
2 # 16( )

vm = vxm

2 + vym

2

= − !α l cosα − !βl cosβ( )2
+ − !α l sinα + !βl sinβ( )2

 （16）

（※ !{ }
1
2は { } と同じ意味。改行のために利用。）

である。さて、式（16）がまとまらないように見
えるが、大変便利なことに、高校数学で習う三角
関数の公式、

cos A cos B∓sin A sin B＝cos（A±B） （17）

が使えることに気が付けば、式（16）は、

vm = !α 2l 2 + !β 2l 2 + 2 !α !βl 2 cos α + β( ) # 18( ) （18）

と大変簡単に書けてしまう。これが極座標の効用
である。最後に、角度の変数を、オリジナルの定
義（α＝θ、β＝= !θ 2l 2 + !ϕ 2 + !θ 2 − 2 !ϕ !θ( )l 2 + 2 !θ !ϕ − !θ( )l 2 cos θ +ϕ −θ( )）に戻すと、股関節部の速度は

vM = !θl # 19( ) （19）

であり、足部の速度は

vm

= !θ 2l 2 + !ϕ 2 + !θ 2 − 2 !ϕ !θ( )l 2 + 2 !θ !ϕ − !θ( )l 2 cos θ +ϕ −θ( )

= 2 !θ 2l 2 + !ϕ 2l 2 − 2 !ϕ !θl 2 + 2 !θ !ϕl 2 cosϕ − 2 !θ 2l 2 cosϕ # 20( )
 （20）

である。さて、速度が求まったので、次に質点
Mおよび質点mの運動エネルギーをそれぞれ
TM、Tmとし、「運動エネルギー＝ 1/2×質量×
速度の二乗」にあてはめて計算すると、それぞれ、

TM = 1
2

MvM
2 = 1

2
Ml 2 !θ 2 # 21( ) （21）

Tm = 1
2

mvm
2

= 1
2

m 2 !θ 2l 2 + !ϕ 2l 2 − 2 !ϕ !θl 2 + 2 !θ !ϕl 2 cosϕ − 2 !θ 2l 2 cosϕ( )2

= 1
2

ml 2 2 !θ 2 1− cosϕ( )+ !ϕ 2 − 2 !θ !ϕ 1− cosϕ( ){ }# 22( )

 （22）

となる。求めたいのは系の全運動エネルギーであ
るから、TMと Tmを合計し、

T =TM +Tm = 1
2

Ml 2 !θ 2 +ml 2 2 !θ 2 1− cosϕ( )+ !ϕ 2 − 2 !θ !ϕ 1− cosϕ( ){ }[ ]# 23( )

T =TM +Tm = 1
2

Ml 2 !θ 2 +ml 2 2 !θ 2 1− cosϕ( )+ !ϕ 2 − 2 !θ !ϕ 1− cosϕ( ){ }[ ]# 23( )

 （23）

となる。

3.2　ポテンシャルエネルギーの計算
次に、系の全ポテンシャルエネルギー（U）を導
出する。ここで扱うポテンシャルエネルギーは、
高校物理で学習する「位置エネルギー」と同じもの
で、「U＝mgh（質量m×重力定数 g×高さ h）」で
定義される。今回、重力方向に対して歩行路面が
傾いているため、重力による影響は路面に垂直な
方向（gy）だけでなく、水平方向（gx）でも考える必
要がある。すなわち、図 2Bにおいて、質点M、
mにおける x、y方向のポテンシャルエネルギー
を UMx、UMy、Umx、Umyとすると、それぞれ

U =Mg h = M g sin lsin = Mg l sin sinMx x x

U =Mg h = M g sin lsin = Mg l sin sinMx x x

 （24）

U = M h =M cos l cos =M l cos cosMy y yg gg

U = M h =M cos l cos =M l cos cosMy y yg gg
 （25）

Umx
=m h =m sin lsin + lsin } = m l sin sin + sin sin{ }{g g gx x

Umx
=m h =m sin lsin + lsin } = m l sin sin + sin sin{ }{g g gx x

 （26）
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U =mg h =m g cos lcos lcos{ } = mg l cos cos cos cos{ }my y y

U =mg h =m g cos lcos lcos{ } = mg l cos cos cos cos{ }my y y

 （27）

となる。全体のポテンシャルエネルギーは、α、
βをオリジナルの座標表記である θ、φに戻して
からこれらを足し合わせれば、

U=M l sin sin + cos cos( ) +m l sin sin + sin( )sin + cos cos cos ( )cos{ }g g

U=M l sin sin + cos cos( ) +m l sin sin + sin( )sin + cos cos cos ( )cos{ }g g

U=M l sin sin + cos cos( ) +m l sin sin + sin( )sin + cos cos cos ( )cos{ }g g

= Mg lcos ( ) +mg l cos ( ) cos +( ){ }
= Mg lcos ( ) +mg l cos ( ) cos +( ){ }

 （28）

となる。なお、ここでは式（17）を利用して式を
ま と め て い る。 ま た、 末 尾 の 項 は、
cos A = cos − A( ) の性質を使って、これ以降、
−cos θ −γ −ϕ( )とする（この変換は、最終的な方
程式導出過程で効いてくる）。
さて、①と②で、系の全運動エネルギーと、ポ

テンシャルエネルギーがもとまったので、ラグラ
ンジアンは

Mg lcos ( ) +mg l{cos ( ) cos ( )}[ ]

L = T U = 1
2 Ml2 2

+ ml2 2 2 1 cos( ) + 2 2 1 cos( ){ }[ ]

Mg lcos ( ) +mg l{cos ( ) cos ( )}[ ]

L = T U = 1
2 Ml2 2

+ ml2 2 2 1 cos( ) + 2 2 1 cos( ){ }[ ]
Mg lcos ( ) +mg l{cos ( ) cos ( )}[ ]

L = T U = 1
2 Ml2 2

+ ml2 2 2 1 cos( ) + 2 2 1 cos( ){ }[ ] Mg lcos ( ) +mg l{cos ( ) cos ( )}[ ]

L = T U = 1
2 Ml2 2

+ ml2 2 2 1 cos( ) + 2 2 1 cos( ){ }[ ]

 （29）

となった。
手順 3）：求めたラグランジアンをオイラー・ラ
グランジュ方程式へ代入し、運動方程式を導出す
る
さて、この系のラグランジアンが定義できたの

で、いよいよオイラー・ラグランジュ方程式を適
用して、運動方程式を導く。今回のモデルにおけ
るオイラー・ラグランジュ方程式は、変数が二つ
なので

d
dt

∂L
∂ !θ

⎛
⎝

⎞
⎠ −

∂L
∂θ

= 0 # 30( ) （30）

d
dt

∂L
∂ !ϕ

⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟
− ∂L
∂ϕ

= 0 # 31( ) （31）

と表される。なお式（30）、（31）について、例え
ばd

dt
∂L
∂ !θ

⎛
⎝

⎞
⎠ −

∂L
∂θ

= 0 # 30( )/
∂L
∂ !θ

# 32( )、d
dt

∂L
∂ !θ

⎛
⎝

⎞
⎠ −

∂L
∂θ

= 0 # 30( )/∂θといった項は、Lを角速度
∂L
∂ !θ

# 32( )お
よび角度 θで微分するという意味である。今まで
出てきた微分は全て時間 tによるものなので、注
意されたい。ところで、なぜラグランジアンなど
というものを考えないといけないのか？なぜ時間
ではなく「速度」である

∂L
∂ !θ

# 32( )
や

Mg lcos ( ) +mg l{cos ( ) cos ( )}[ ]

L = T U = 1
2 Ml2 2

+ ml2 2 2 1 cos( ) + 2 2 1 cos( ){ }[ ]で微分するのだろう
か？といったことについては、参考図書 6─7）をご
参照頂きたい。ごく簡単に説明しておくと、高校
までの力学では運動方程式を F＝maのように、
外力と運動という、現象として直感的に理解しや
すい方法で導出するが、大学ではより複雑な力学
の問題を扱う必要があるため、運動量や、エネル
ギーから運動方程式を導く方法を採用することが
あり、それらは実際に量子力学などの高度な物理
学で必要となる、という理解で次へ進んで頂きた
い。
それでは、手順 2で導出したラグランジアンを
オイラー・ラグランジュ方程式へ代入して、方程
式を導出する過程について記述する。計算過程を
見やすくするため、最初に式（30）の左辺第一項の∂L
∂ !θ

# 32( )
による Lの微分

∂L
∂ !θ

# 32( ) （32）

この部分だけを計算する。この項にラグランジア
ン Lを代入すると以下の通りとなる。

l2= 1
2

Ml2 2 +m 2 2 1 cos( ) + 2

2 1 cos( )

{

}

[

] [M l cos( )+m l

{cos( ) cos( )}]

L

g g

 （33）

今は、式全体を「
∂L
∂ !θ

# 32( )
」で偏微分するので、「

∂L
∂ !θ

# 32( )
」の含

まれる項以外は全て定数扱いとなり、微分すると
「0」になるので、最初からそれらの項を消去して、
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計算を進めると

l2 2=
1
2

Ml + m 2 1 cos( ) +

1 cos( )

{

}

[

]

L

2

l=
1
2

Ml + m 2 1 cos( ){[

1 cos( )}]
= Ml + 2ml 1 cos( ) ml 1 cos( )

[M l cos( )+m lg g

2

2 2 2

22 2 2

2 2 2

{cos( ) cos( )}]

 （34）

が得られる。続いて、左辺第一項はもともと

d
dt

L
 （35）

であるので、今計算した式（34）を引き続き時間 t

で微分する。（※合成関数の微分箇所に注意。）

d
dt

Ml2
+ 2ml2 1 cos( ) ml2 1 cos( ){ }

= Ml + 2ml 1 cos( ) ml 1 cos( ) ml 2( )sin2 2 2 2 2

= Ml + 2ml 1 cos( ) ml 1 cos( ) ml 2( )sin2 2 2 2 2

 （36）

これで、式（30）のオイラー・ラグランジュ方程
式の第一項が導出された。続いて第二項

L
=

1
2

Ml + ml 2 1 cos( ) + 2 1 cos( ){ }[ ] [ Mg lcos ( ) + mg l{cos ( ) cos ( )}]2 2 2 2 2
 （37）

について計算する。次は θによる微分であるの
で、先程と同様にラグランジアンを代入し、θの
含まれない項を消去すると、

L
=

1
2

Ml + ml 2 1 cos( ) + 2 1 cos( ){ }[ ] [ Mg lcos ( ) + mg l{cos ( ) cos ( )}]2 2 2 2 2

L
=

1
2

Ml + ml 2 1 cos( ) + 2 1 cos( ){ }[ ] [ Mg lcos ( ) + mg l{cos ( ) cos ( )}]2 2 2 2 2

L
=

1
2

Ml + ml 2 1 cos( ) + 2 1 cos( ){ }[ ] [ Mg lcos ( ) + mg l{cos ( ) cos ( )}]2 2 2 2 2

 （38）

であるので、これを計算すると、
L

= Mg lcos ( )+mgl{cos( ) cos( )}][

= g l m sin( ) sin( ){ } M sin( )[ ]

= Mg lcos ( )+mgl{cos( ) cos( )}][

 （39）

となる。以上で、運動方程式の一つ目は、

Ml + 2ml 1 cos( ) ml 1 cos( ) ml 2( )sin2 2 2 2 2

+g l m sin( ) sin( ){ } M sin( )[ ] = 0Ml + 2ml 1 cos( ) ml 1 cos( ) ml 2( )sin2 2 2 2 2

+g l m sin( ) sin( ){ } M sin( )[ ] = 0

 （40）

と求まった。引き続き、もう一つのオイラー・ラ
グランジュ方程式、

d
dt

L L
= 0 （41）

についても同様にラグランジアン Lを代入して
運動方程式を導出すると、

ml 2θ̇（̇1－cos φ）－ml 2φ̇̇＋ml 2θ̇ 2 sin φ＋mgl 

sin（θ－γ－φ）＝0 （42）

が得られる。従って Garciaのモデル（図 2A）に
おける運動方程式は式（40）および（42）の連立方
程式となった。
ここで補足として、この連立方程式を、角加速
度（θ̇̇ ,φ̇̇）の項、角度（θ,φ）および角速度（θ̇,φ̇）の項、
重力加速度（g）の項で分けて、式（43）として行列
式で表現しておく。理工系の論文でこれらの形式
の方程式を見ても、「何か違うことをやっているの
か？」と身構える必要は全くない。単に計算しやす
いように実用的な形に整理されているだけであ
る。

Ml +2 ml 1 cos( ) ml 1 cos( )

ml 1 cos( ) ml

2 2 2

2 2
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+
ml 2( )sin

ml sin

2 2

2 2

Ml +2 ml 1 cos( ) ml 1 cos( )

ml 1 cos( ) ml

2 2 2

2 2

+
g l m sin( ) sin( ){ } M sin( )[ ]

mg lsin( )
= 0

 （43）

手順 4）：simplest walking modelの導出
ここまでで、Garcia等と同じ条件で受動歩行モ

デルの運動方程式が導出された。しかしながら、
Garcia等の論文では、同じ歩行ロボットについて
解いているはずなのに、最終的な方程式が

sin( )= 0  （44）

+
2 sin cos ( )sin = 0 （45）

というまるで異なった式で書いてある。そこで、
最後の過程としてこの方程式を導出してみたい。
まず、我々の導出した式（40）の両辺をMで割

ると、以下のようになる。

M
M

l + 2
ml
M

1 cos( )

ml
M

1 cos( )
ml
M

2( )sin

sin( ) sin( ){ }
Mg l
M

sin( )=0

+
mg l
M

2
2

2 2
2  （46）

ここで、腰の重量Mが足部の質量mに比べて非
常に大きいとし、m/M≒0を条件として式（46）を
整理すると、ほとんどの項が「0」となり、

l2 g lsin( )= 0 （47）

と書くことができる。しかし、まだ「l」と「g」が残っ
ているので、ここからは方程式の「無次元化」とい
う操作を行う。無次元化とは、方程式を簡単化（for 

simplicity）し、その後の計算（コンピュータで解
を求めるための数値計算）をスムーズにする目的
で行われる。今回の場合、時間 t［sec］を、

t = l
g  （48）

として単位のない変数（時間）に変換し、式（47）
に導入する（τは「タウ」と読む。tと文字が似てい
るので注意。）。つまり、これまで式（47）は時間 t

の微分方程式（dθ/dt）であったものを、新たに無
次元時間 τで微分された方程式（dθ/dτ）というふ
うに変換する。すると、

l2 d2

dt 2 g lsin( ) =
l2

l
g

2

d2

d 2 g lsin( )

=g l
d2

d 2 sin( )

= g l sin( ){ } = 0

=
d2

d 2 , =
d
d

（49）

になるので、式（49）の両辺を引き続き glで割れ
ば、= g l sin( ){ } = 0= g l sin( ){ } = 0となって Garcia等の式（44）
にたどり着くことがわかる。
もうひとつの式（45）については両辺をmで

割った後、先ほどと同様の手順で無次元化してか
ら、括弧を展開すると

cos + 2 sin + sin( )= 0  （50）

となる。式を簡単にするために、まず式（50）左
辺第 2項に式（44）より= g l sin( ){ } = 0＝= g l sin( ){ } = 0を代入すると

θ̇˙－sin（θ－γ）cos φ＋φ̇̇＋θ̇ 2 sin φ＋ 

sin（θ－γ－φ）＝0 （51）

となるので、続いてこの式の左辺第 2項および
5項だけを抜き出して、= g l sin( ){ } = 0＝A、φ＝Bとして
書き直してみると－sin A cos B＋sin（A－B）とで
きるから、加法定理：sin（A－B）＝sin A cos B－
cos A sin Bを適用することができて、結局、こ
の部分は－sin A cos B＋sin（A－B）＝－cos A sin 
Bと置き換えることができる。最終的にこれを元
の式に代入し、且つ、= g l sin( ){ } = 0＝A、φ＝Bを元に戻
すと
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+
2 sin cos( )sin = 0 （52）

と整理され、Garcia論文の式（45）と一致する。

4.　結語
これで、Garcia等の歩行運動方程式を導出でき

たが、実際にこのロボットをシミュレーションす
る（歩かせる）ためには、方程式を満たす θや θ̇ と
いった変数を解く必要がある。高校までの方程式
は、解析的に（手計算で）解が求まるものがほとん
どだが、今回扱った方程式（44、45）は、三角関数
の項や、二次以上の項（θ̇ 2）を含んだ、「非線形微
分方程式」と呼ばれるものであるため、人間がペン
で計算して求解するのは困難である。解を求める
には、数値計算プログラムにより PCで計算させ
る必要があり、これについては本誌のもう一つの
論文（小宮・倉山）にて解説している。興味のある
方はご一読願いたい。
歩行の物理学は、歩行の最も根本的な原理を説

明している。しかし、本邦において我々理学療法
士・作業療法士が学校教育や卒後教育でこのこと
に触れる機会はほとんど無く、理系の研究者・大
学院生の間で扱われるのみである。本稿の内容は、
理工系の専門の方から見れば単なる演習問題程度
であるが、歩行の数理を高校生でも理解できる難
易度で説明しているという点で、歩行に携わる医
療従事者向けの解説論文として意義があると考え

ている。本稿を通じて、歩行の基本原理がリハビ
リテーション分野をはじめとする、ヒトの歩行に
携わる方々にとって、少しでも身近なものになれ
ば幸いである。

※歩行運動方程式サポートページ
（誤植の指摘、また質問を頂ければ幸いです。）
https://aobanomori.net/simplestwalking/
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Abstract : 
The article describes about "Simplest Walking Model" proposed by Garcia and 

colleagues expected for physical and occupational therapists interested in physics and 

mathematics. The authors intend to explain in detail of the equation transformations and 

other aspects of the mathematical model; therefore, it could help to understand outline of 

the derivation deeply. If readers are motivated, please follow the derivation of the 

equations by hand with a pen and papers. The article would establish the basic knowledge 

of physics and mathematics to understand mathematical model of walking in the shortest 

way and could have you to develop your interest further. The authors hope you refer to 

technical books and other sources as appropriate, based on the mathematical terms and 

solutions given in the explanations. If readers are a teacher or high school student who is 

interested in college physics, we hope you will use this paper as a simple example of 

analytical mechanics. 

Key words : passive walking, inverted pendulum, analytical mechanics, Euler ─
Lagrange equation
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1.　はじめに
本稿では「歩行運動方程式の導出過程」1）（以下

倉山・小宮）で解説をした歩行運動方程式のなか
で最も単純化されたモデルである「Simplest 

walking model」2）を例に、微分方程式の数値計算
に関する解説を行う。
ウェブ検索をするとすぐに分かるが、「Sim-

plest walking model」を解くための数値計算プロ
グラムのソースコードはすでに複数配布されてい
る 3）。では、本稿の意味はなにか。それは 2つあ
る。1つ目は、より数値計算に適した形式に式変
形をすること、2つ目は、こちらが本稿の主目的
であるが、微分方程式を数値的に解くための基礎

を解説することである。微分方程式の数値解法に
は様々な手法があり、手法の違いによって、数値
解そのものの正しさ、数値解の精度や数値解が出
るまでの計算時間が大きく異なる。再導出した基
礎方程式はモデルを正しく表現しており、それ自
身は当然正しい。しかし、それらの式が数値計算
に適しているか、すなわち数値解の精度が十分出
るか、数値解を得るまでにある程度の時間で収ま
るのかは別問題である。そこで本稿では、読者が、
自分で作った微分方程式をコンピュータを使って
数値計算をすることができるように、その流れを
解説したい。当然だが、微分方程式を数値的に解
くためにはプログラムを記述する必要があるが本

◎総論

歩行運動方程式の数値計算方法─Simplest walking model─
Numerical method for calculating the equation of walking; Simplest walking model

小宮全 1，倉山太一 2

要 旨
本稿は Garcia等が提唱した歩行についての数理モデル「Simplest walking model」を題

材にした微分方程式の数値計算の解説である。モデルから導出された微分方程式を数値計算
が可能な形まで変形する過程を詳しく示した。主な読者として、ウェブサイトなどの情報を
もとに自身でプログラムを動かすことはできるが、その原理に精通しているわけではなく、
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稿ではプログラムの書き方については触れず、そ
の考え方を解説する。実際のプログラムは筆者ら
のウェブサイト 4）を参照していただきたい。手で
解くことができない微分方程式をコンピュータを
使って解き、その振る舞いを調べることは、非常
に興味深いことであり、この機会にぜひみなさん
も取り組んでいただければと思う。
本解説に関する分野をより深く学習する方法と

しては、まずはウェブで検索をしてごく簡単に
キーワードを理解した上で書籍 5─6）などを参考に
することをお薦めする。

2.　数値計算方法の概要
具体的な数値計算を作成するために必要な流れ

について、以下の 3段階に分けて解説をする。
1.  解くべき微分方程式（運動方程式）の再確認
2.   数値計算をするための最低限の式変形につい
て

3.  数値計算の精度を高めるための方法等
以上の手順で順次解説を進める。

3.　解くべき微分方程式（運動方程式）
本稿で使用する運動方程式は、すでに導出の再

確認をした。解く対象となる方程式は以下の式
（1）、（2）である。

Ml +2ml 1 cos ml 1 cos

ml sin 2 M l sin

m l sin + m l sin = 0

2 2 2

2 2

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )g g

g  （1）

ml 1 cos ml + ml sin +

m l sin = 0

2 2 2 2( )

( )g
 （2）

式中に出てくる文字や記号の意味や定義は倉
山・小宮と同様である。ただし違いが 2つあり、
1つ目はM≫mを仮定しないこと、2つ目は方程
式の無次元化は実施していないことである。
これにより、解くべき方程式は、2階の非線形
微分方程式の連立となることがわかった。倉山・
小宮でも述べたように、非線形微分方程式を解析
的に解く（手計算で解く）ことは難しい。そのため、
これらの微分方程式を数値的に解く（コンピュー

タを使って解く）必要があり、そのための準備が必
要となる。解析的に解く場合と数値的に解く場合
の最大の違いは、数値解法には必ず誤差が含まれ
るということである。これはコンピュータそのも
のの性質から来る誤差（コンピュータは二進法で
あることや、表現できる桁が限定されていること
からくる誤差）や数値解法のアルゴリズムの特性
（優劣）に由来する誤差である。まず最初に考える
べきは式（1）と式（2）が解析的に解けるかどうか
であり、もし解けない場合は数値的に解くという
手段を考えるという流れになる。また、全ての工
程を数値的に解く必要はなく、可能であるならば
解析的に解けるか検討するとよい。本稿では、
Garciaら 2）よりも、解析的に計算を進めてみた
い。

4.　数値計算をするための最低限の式変形
今回のターゲットである運動方程式は、2階の

微分方程式で、それが連立した形になっている。
このような 1階ではない（＝高階である）微分方
程式を数値的に解く際の前準備として、以下の式
（3）ように、新たな変数を導入して、1階の微分方
程式の連立という形に変形させることが多い。
1階の微分方程式の連立という形に変形させずに
2階の微分方程式のままで計算することも可能で
はあるが、より洗練されたアルゴリズムが多数開
発されている 1階の微分方程式の連立に変形す
るのが一般的である。
時間発展する連立微分方程式は以下のように書
くことができる。ここで nは元（変数の数）を表し
ている。

dyi t( )
dt

= fi y1 , y2 ,…, yn( ) i = 1,…,n  （3）

式（3）を式（1）、式（2）に合わせて y1＝ θ、y2＝
dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

、y3＝ f、y4＝

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4とおき、具体的に書き下すと
以下となる。

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

 （4）
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式（4）の右辺は、θ，dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

，f，

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4を変数に持つので、
式（4）のdθ

dt
= !θ = f1 ,

d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

と

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4を θ，dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

，f，

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4で書き下す必要が
ある。そのためには、式（1），式（2）をdθ

dt
= !θ = f1 ,

d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

，

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4の連
立方程式とみなし、dθ

dt
= !θ = f1 ,

d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

，

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4を求める必要がある。
これには解析的に解く方法と数値的に解く方法が
ある。式（1）、式（2）はdθ

dt
= !θ = f1 ,

d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

，

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4の連立一次方程式と
みなすことができるので、以下の式（5）のように
行列で書き表すこともできる。これは単に表現の
違いであるが、コンピュータは行列の計算が非常
に得意であるため、連立方程式を行列で表現する
ことは多々ある。

Ml + 2ml 1 cos( ) ml 1 cos( )

ml 1 cos( ) ml

+
ml 2( )sin

ml sin
+

m l sin ( ) sin ( ){ } M lsin ( )

m lsin ( )

=
0

0

2 2 2

2 2

2 2

2 2

g g

g

（5）

このように行列で表すことができれば、クラメ
ルの公式や逆行列を使ってdθ

dt
= !θ = f1 ,

d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

と

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4を求めることが
できる。式（1）と式（2）を連立方程式として直接的
に解くこともの可能である。dθ

dt
= !θ = f1 ,

d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4

と

dθ
dt

= !θ = f1 ,
d !θ
dt

= !!θ = f2 ,

dφ
dt

= !φ = f3 ,
d !φ
dt

= !!φ = f4を求め、式（4）
に当てはめると以下の式（6）～（9）となる。

dθ
dt

= !θ  （6）

d
dt

= =
1

Ml + ml mlcos2

mlsin 2 2( )+ M sin( )[
+m sin ( )+ ml 2 1 cos( )sin

m cos sin ( )]
g

g

g  （7）

dφ
dt

= !φ  （8）

d
dt

= =
1

Ml + ml mlcos

mlsin 2 2( ) 1 cos( )[

+ M sin( ) 1 cos( ) + m sin( )

1 cos( ) + m sin( ) 1 cos( )

+ 2sin Ml + 2ml 1 cos( ){ }

+ M sin( )]

g
g g

g

 （9）

これにより解くべき 4本の 1階の微分方程式
群が揃った。よって、数値計算結果の精度や安定
性を別にすれば、何らかの微分方程式を解くため
のアルゴリズムを採用しプログラムを作成すれ
ば、数値計算を実施することができる。具体的に
はどのようなアルゴリズムを採用して微分方程式
を解けばよいのか。大変乱暴ではあるが 4段 4次
のルンゲ・クッタ法と呼ばれるアルゴリズムを
使って微分方程式を解くと良い。このアルゴリズ
ムを採用しても解が安定しない（解が安定しない
とは、微分方程式を解く際に、時間の刻み幅を少
し増減させただけで、結果が大きく変わってしま
う）場合は、陰解法と呼ばれるアルゴリズムを採用
すると良い。陰解法を採用するためには、さらに
式の導出が必要になる場合があり、その準備を次
節で行いたい。

5.　さらに解きやすくするために考えること
4段 4次のルンゲ・クッタ法を採用したが微分

方程式が安定的に解けない場合を考える。安定的
に解けない微分方程式のことを硬い（stiff：ス
ティッフ）微分方程式と呼び、比較的安定的に解け
る微分方程式のことを硬くない（non-stiff：ノン
スティッフ）と呼ぶ。硬い方程式を解ける可能性の
あるアルゴリズムの分類として陰解法（implicit 

methoed）と呼ばれるものがある。前節で紹介した
ルンゲ・クッタ法には、陽解法（explicit method）
と陰解法があり、ただ単にルンゲ・クッタ法と
言った場合は陽解法を意味する場合が多い。陽解
法に比べて陰解法は解の安定性が増加し、計算時
間が短縮される場合が多い。その様なメリットは
あるが、陽解法に比べて陰解法の方がアルゴリズ
ム的に複雑になり難易度は上がることになる。陽
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解法・陰解法の詳しい解説は参考文献 5─6）を確認
してほしい。
では、陽解法で微分方程式を解くことができな

いため、陰解法を用いて解くことを考えたとしよ
う。陰解法を用いるためには、多くの場合ヤコビ
行列が必要になる。ヤコビ行列は以下で定義され
る。

Jij =
∂ fi

∂ yj

i, j = 1,2,3,4  （10）

ヤコビ行列（Jacobian matrix）とヤコビ行列式
（Jacobian determinant）は、当然別物であるが、
ヤコビ行列・ヤコビ行列式ともに、単にヤコビア
ンと呼ぶこともある。ヤコビアンと言った場合は、
ヤコビ行列式を指す場合が多いが、文脈で判断し
なくてはいけない場合もある。ヤコビ行列を数値
的に求めることも可能だが、本稿では解析的に導
出した。
式（4）を参考に、式（10）ヤコビ行列を具体的に
書き下すと以下となる。

J11 = ∂ !θ
∂θ

= 0  （11）

J12 = ∂ !θ
∂ !θ

= 1  （12）

J13 = ∂ !θ
∂φ

= 0  （13）

J14 = ∂ !θ
∂ !φ

= 0  （14）

（下図） （15）

J22 = =
2m sin + 2m 1 cos( )sin

M + m mcos2  （16）

（17）

J 23 = =
1

(Ml + ml mlcos )

[ m sin sin( ) + m cos cos( )}

Ml + ml mlcos( ) 2mlcos sin

{ml 2( )sin + M sin( )

+m sin( )+ ml 1 cos( )sin

m cos sin( )}]

{

2 2

2

2

2g
g

g

gg

J24 = =
2m sin ( )
M + m mcos2  （18）

J31 = ∂ !φ
∂θ

= 0  （19）

J32 = ∂ !φ
∂ !θ

= 0  （20）

J33 = ∂ !φ
∂φ

= 0  （21）

J34 = ∂ !φ
∂ !φ

= 1  （22）

（下図） （23）

（次頁） （24）

（次頁） （25）

J44 = =
2msin 1 cos( )( )

M + m mcos
 （26）

J 21 = =
M cos( ) +m cos( ) m cos cos( )

Ml + ml mlcos2

g g g
 （15）

J 41= =
M 1 cos( )cos( )+ m 1 cos( ) cos( )+ cos( ){ } +M cos( )

Ml + ml mlcos
g g g

 （23）
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これにより、式（1）と式（2）で表される連立微分
方程式を陰解法で解くための定式化が終了した。
あとは、自分で陰解法の実装を実施してもよいし、
数値計算ライブラリーを利用してもよい。数値計
算ライブラリーとは、様々なプログラム言語で
様々なアルゴリズムを利用しやすいようにまとめ
たプログラム集のことである。筆者のウェブサイ
ト 4）で、数値計算ライブラリーを利用したプログ
ラム（C言語、Python、MATLAB）とその実行方
法を公開している。ぜひ、参考にしていただきた
い。

6.　結語
今回は、倉山・小宮と本稿の 2つを寄稿した。

まず倉山・小宮で、Simplest Walking Modelの導
出に関して詳しく解説をした。改めて、解析的に
解ける連立微分方程式ではないことを理解してい
ただけたと思う。次に、本稿では、解析的に解く
ことができない連立微分方程式を数値的に解く際
の流れと、安定的に解くために必要な定式化を
行った。これらを組み込んだプログラムを公開し
ているので、興味のある方はぜひ、ウェブサイト
にアクセスをしてプログラムをダウンロードし自
分の PCで計算をしていただきたい。数値計算に
は興味があるが、敷居が高いと考えている方の意

識が少しでも変われば幸甚である。

※本解説のサポートページ
（誤植の指摘、また質問を頂ければ幸いです。）
https://aobanomori.net/simplestwalking/

文献

1） 倉山太一, 小宮全：歩行運動方程式の導出過程, 支援
工学理学療法学会誌, 2022.

2） Garcia M, Chatterjee A, Ruina A, et al. The simplest 

walking model: stability, complexity, and scaling. J 

Biomech Eng, 120 （2） 281─8, 1998.

3） 伊理正夫, 藤野和建：数値計算の常識, 共立出版, 

1985.

4） William H. Press, その他：ニューメリカルレシピ・
イン・シー 日本語版, 1993.

5） Simulation of the Simplest Walker,   

http://ruina.tam.cornell.edu/research/topics/locomo-

tion_and_robotics/ranger/ranger_paper/Reports/

Ranger_Robot/control/simulator/simplestwalker.

html（2022/1/3確認）.
6） 解説「歩行運動法令式の導出過程」ならびに「歩行運動

方程式の数値計算方法」：サポートページ,   

https://aobanomori.net/simplestwalking/（2022/1/3

確認）.

J42 = =
2m 1 cos( )sin + 2 sin M + 2m 1 cos( ){ }

M + m mcos
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cos sin cos sin os sin

cos sin cos sin cos sin sin

g g g

gg
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J43 = =
1

(Ml + ml ml )2 [ M ( ) + m ( ) m ( )
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Abstract : 
This article describes the numerical computation of differential equations based on the 

"simplest walking model," a mathematical model of walking proposed by Garcia and 

colleagues. The process of transforming the differential equations derived from the model 

into a form that can be computed numerically is presented in detail. The main readers 

are assumed to be those who can run the program by themselves based on information 

from websites, but are not familiar with the principles, and would like to improve the 

program by themselves and acquire applied problem ─ solving skills in the future. The 

speci�c program code is distributed as an appendix from the website shown at the end of 

the text, so those who are interested are encouraged to run the program by themselves. 

We hope that high school, university, and graduate students who are interested in 

numerical computation, as well as their supervisors, will find this paper useful as an 

introductory example of numerical computation.

Key words : numerical calculation, differential equation passive walking, equation of 

walking motion
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mia. Stass SA（ed）, The Acute Leukemias : 
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d）著者名が 4名以上の場合、3名連記の上、
○○○，他、あるいは○○○ , et al.とする。

3． 投稿は原則として以下のファイル（①表紙：
上記 7の（1）を参照のこと　②本文　③図表、
④投稿関連電子ファイル：連絡先　査読候補
者等の希望リスト　投稿承諾書　COI自己申
告書　ネイティブチェック）を pdfファイル

とし、以下学会アドレスに添付ファイルとし
て投稿してください。なおすべてのファイル
名には氏名を先頭に記してください。例：「山
田太郎表紙 .pdf」、山田太郎本文 .pdf」、他。

4．学会アドレス：journal@jsatpt.jspt.or.jp

5． 著者校正は 1回とする。校正の際の大幅な変
更は認めない。

6． 採択した原稿及び電子媒体は、原則として返
却しない。

7． 投稿承諾書・COI自己申告書・ネイティブ
チェック証明書は PDFにして、日本支援工
学理学療法学会事務局にメール（journal@

jsatpt.jspt.or.jp）にて提出する。宛先は以下の
通り。
〒 106-0032　東京都港区六本木 7-11-10

一般社団法人　日本支援工学理学療法学会　
「日本支援工学理学療法学会学会誌」編集室
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8． 本誌に掲載された論文の著作権は日本支援工
学理学療法学会に帰属する。

9．査読候補者について
（1）査読者候補を 1名以上指名すること。該当
者の①氏名、②所属、③ e-mailアドレスを
投稿の際に同時入力すること。なお、査読者
の最終的な選定は編集委員会で行うため、必
ずしも査読候補者が査読者に加わるとは限ら
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編集後記
支援工学理学療法学会誌創刊号をお届けすることができることとなりました。本学会誌創刊に関わることができたことに
感謝し、誇りに思います。学会誌の母体となる、日本支援工学理学療法学会は、2021年 4月に学会として独立した誕生間
もない学術団体であり、1年後に学会誌を創刊できたことは、異例の速さであり、学会員皆様の関心の高さを示すものと確
信します。
日本支援工学理学療法学会は、理学療法に関わる支援工学に大きな関心を持っております。理学療法はもともと、義肢装
具といった工学に根差した技術を、専門性として保持してきております。ロボット工学、AI技術を背景に、支援工学の進
歩は目覚ましく、理学療法においても、これらを最大限に生かす役割を持っております。最新の支援工学は、使用対象者機
能を正確に評価し、フィティングすることなしには、効果を得られません。当分野での理学療法士の役割について、我々理
学療法士自身へ、そして、支援工学を応用した理学療法効果の大きさを、広く社会へアピールすることが、本分科学会の目
前の使命と考えております。
こうした本学会の使命を果たすために、機関紙発行は早急に進めなくてなくてはいかない課題でした。本誌が、我々学会
員が直面する問題につての議論の場となり、また最新情報を共有する場となることを期待しています。
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